
９　申請書記入例

様式第二十五号の十一は、３つの用途があります。したがって、不要なものを線で消してください。

① 経営規模等評価申請書

② 経営規模等評価再審査申立書

③ 総合評定値請求書

① 経営規模等評価申請書

経営規模等評価（ＸＺＷ）の申請を行います。

② 経営規模等評価再審査申立書

経営規模等評価の結果について異議がある場合、経営規模等評価を行った行政庁に対して、再審査

の申立を行います（結果の通知を受けた日から30日以内)。

ただし、申請者の記入漏れや記入誤り、申請者の責任に帰する案件については審査申し立ての

対象とはなりませんので、申請時には書類の記載事項等を十分確認してから提出してください。

また、経営事項審査の基準その他の評価方法（経営規模等評価に係るものに限る）が改正された場

合において、改正前の評価方法に基づく審査の結果の通知を受けている時は、再審査（当該改正に係

る事項についての再審査に限る）の申立てを行うことができます（改正の日から120日以内)。

③ 総合評定値請求

経営規模等評価（ＸＺＷ）と経営状況分析（Ｙ）の結果を合わせて算出した総合評定値（Ｐ）の請

求を行います。

ここでは、標準的な記入例（経営規模等評価申請及び総合評定値請求）を記載していますので、特

殊な決算期の申請、合併や会社分割等に伴う申請、再審査の申立て等に際しては、事前に｢建設･技術課」

までご相談ください。
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様式第二十五号の十一（第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係）

建設業法第27条の26第２項の規定により、経営規模等評価の申請をします。
建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をします。
建設業法第27条の29第１項の規定により、総合評定値の請求をします。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

佐賀市城内１－１－５９
佐賀コーポレーション株式会社

申請者 代表取締役  佐  賀    太  郎 印

行政庁側記入欄 整理番号

許可年月日

許可年月日

　　資本金額又は出資総額 法人番号

1.法人
2.個人
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申 請 年 月 日

申 請 時 の
許 可 番 号

前 回 の 申 請 時 の
許 可 番 号

審 査 基 準 日

１ ０
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経 営 規 模 等 評 価 申 請 書

項 番

佐  賀  県  知事　　様

地方整備局長
北海道開発局長

２ ０ ０ ０

日平成 27

経営規模等評価再審査申立書
総 合 評 定 値 請 求 書

（用紙Ａ４）
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不必要なものは消すこと

行政庁記入欄のため記入しないこと

総合評定値（Ｐ）を希望する場
合は「１」を記入すること

該当する年が２つ以上ある場合は
最も古い年を記入すること

前回の申請と許可番号が異なる場合、前回の許可番号
を記入すること(更新の場合は不要)

左２ケタに審査対象年度の該当区分を記入し、右２ケタに記載要領の別
表（２）のいずれかに該当すれば、そのコードを記入する

濁音又は半濁音は１文字で記入すること

「大字」「番地」等は記入しないこと。丁目、番、号は｢－(ハイフン)｣を用いること。

市町コード表（P20)により記載

姓と名の間は１文字余白を取ること

申請時点で許可を受けている建
設業のカラムに一般は「１」、特定
は「２」を記入する

株式会社にあっては資本金額を、それ以外の
法人にあっては出資総額を記入

申請日は、本審査申請の日

申請を希望する業種に「９」を記入する

代表者印



審査対象

1.基準決算
2.２期平均

経営状況分析を受けた機関の名称

工事種類別完成工事高、工事種類別元請完成工事高については別紙一による。
技術職員名簿については別紙二による。
その他の審査項目（社会性等）については別紙三による。

経営規模等評価の再審査の申立を行う者については、次に記入すること。

連絡先

総務部 佐賀  二郎 ０９５２－２５－７１５３

０９５２－２５－７３１７
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利 益 額
（ ２ 期 平 均 ）

１
,

２

６

ファックス番号

所属等

１ ２

10

10

０５ ０

3 5

(千円)

２

項 番
3

,

’

審査対象事業年度の前審査対象事業年度

２０

’ ’

２４(千円)
減 価 償 却
実 施 額

（千円）０８

(千円) 営 業 利 益

’

８

5

’

,
５

審 査 対 象 事 業 年 度

３

,
６

’

５

’

５

3 5

3

０ ０ ０

第　　　　　　　　号
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登 録 経 営 状 況
分 析 機 関 番 号

２ ０

審　　査　　結　　果　　の　　通　　知　　番　　号

１
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自 己 資 本 額 １ ７
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= 営業利益+減価償却実施額
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４２ ０

’

１２
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(千円)

13

’
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再　　審　　査　　を　　求　　め　　る　　理　　由

平成　　　年　　　月　　　日

電話番号

一般財団法人建設業情報管理センター

技術職員名簿で記載した人数を記入

基準決算と前期決算に係る利益額（営業利益と減価
償却実施額との合計額）の平均値を記入（千円未満
切捨て）

２期平均を選択する場合は、基準決算
の額と直前の審査基準日の額の平均額
を記入する(千円未満切捨て)

登録経営状況分析機関の登録番号と機関の名称を記入(P11参照)

経営状況分析結果通知書の減価償却実施額又は、
・法人にあっては、法人税申告書別表16(1)～(8)の減価償却損金算入額の合計値を
･個人にあっては、確定申告書の｢収支内訳書｣又は「所得税青色申告決算書」の減

価償却額を記入

基準決算と前期決算に係る損益計算
書の営業利益を記入

この申請書の作成者について記入



様式第二十五の十一の記入例

項番(０１) 行政庁記入欄のため申請者は記入を行いません。

項番(０２) 申請時の許可番号を記入します。

ただし、許可年月日が複数ある場合は最も古い許可年月日を記入します。

項番(０３) 前回申請時と項番(０２)で記入した情報が異なる場合のみ、記入します。

項番(０４) 「審査基準日（申請時の直前の事業年度終了日）」を記入します。また、新設業者で決算期が

未到来の場合は、個人にあっては開業日、法人にあっては会社設立日が審査基準日となります。

項番(０５) 今回の申請の種類に該当するコードを記入します。

経営規模等評価の申請及び総合評定値の請求

経営規模等評価の申請

総合評定値の請求

経営規模等評価の再審査の申立及び総合評定値の請求

経営規模等評価の再審査の申立

項番(０６)  今回の申請に関する処理の種類を記入します。

《左欄》

12ヶ月ごとに決算を完結した場合

（例）平成19年４月１日から平成20年３月31日までの事業年度について申請する場合

６ヶ月ごとに決算を完結した場合

（例）平成19年10月１日から平成20年３月31日までの事業年度について申請する場合

商業登記法（昭和38年法律第125号）の規定に基づく組織変更の登記後最初の事業年度そ

の他12ヶ月に満たない期間で終了した事業年度について申請する場合

（例１）特例有限会社から株式会社への組織変更に伴い平成19年10月１日に当該組織変更

        の登記を行った場合で平成20年３月31日に終了した事業年度について申請すると

        き

（例２）申請に係る事業年度の直前の事業年度が平成19年３月31日に終了した場合で事業

        年度の変更により平成19年12月31日に終了した事業年度について申請するとき

事業を承継しない会社の設立後最初の事業年度について申請する場合

（例）平成19年10月１日に会社を新たに設立した場合で平成20年３月31日に終了した最初

      の事業年度について申請するとき

事業を承継しない会社の設立後最初の事業年度の終了の日より前の日に申請する場合

（例）平成19年10月１日に会社を新たに設立した場合で最初の事業年度の終了の日

      （平成20年３月31日）より前の日（平成19年11月１日）に申請するとき

※決算期変更や法人成り、事業承継は該当する番号がないため、「０２」を記入します。

０３

０４
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《右欄》

申請者について会社の合併が行われた場合で合併後最初の事業年度の終了の日を審査基準

日として申請するとき

申請者について会社の合併が行われた場合で合併期日又は合併登記の日を審査基準日とし

て申請するとき

申請者について建設業に係る事業の譲渡が行われた場合で譲渡後最初の事業年度の終了の

日を審査基準日として申請するとき

申請者について建設業に係る事業の譲渡が行われた場合で譲受人である法人の設立登記日

又は事業の譲渡により新たな経営実態が備わったと認められる日を審査基準日として申請

するとき

申請者について会社更生手続開始の申立て、民事再生手続開始の申立て又は特定調停手続

開始の申立てが行われた場合で会社更正手続開始決定日、会社更正計画認可日、会社更正

手続開始決定日から会社更正計画認可日までの間に決算日が到来した場合の当該決算日、

民事再生手続開始決定日、民事再生手続開始決定日から民事再生計画認可日までの間に決

算日が到来した場合の当該決算日又は特定調停手続開始申立日から調停条項受諾日までの

間に決算日が到来した場合の当該決算日を審査基準日として申請するとき

申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、外国建設業者の属する企業集団に属する

ものとして認定を受けて申請する場合

申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、その属する企業集団を構成する建設業者

の相互の機能分担が相当程度なされているものとして認定を受けて申請する場合

申請者が、国土交通大臣の定めるところにより、建設業者である子会社の発行済株式の全

てを保有する親会社と当該子会社からなる企業集団に属するものとして認定を受けて申請

する場合

申請者について会社分割が行われた場合で分割後最初の事業年度の終了の日を審査基準日

として申請するとき

申請者について会社分割が行われた場合で分割期日又は分割登記の日を審査基準日として

申請するとき

申請者について事業を承継しない会社の設立後最初の事業年度の終了の日より前の日に申

請する場合

※該当しない場合は、記入する必要ありません。

項番(０７)「資本金額又は出資総額」の欄は、申請者が法人の場合にのみ記入し、株式会社にあっては

資本金額を、それ以外の法人にあっては出資総額を記入し、申請者が個人の場合は記入を要

しません。

「法人番号」の欄は、申請者が法人であつて法人番号（行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号)第２条第15条に規定する法人

番号をいう。）の指定を受けたものである場合にのみ当該法人番号を記入すること。

項番(０８)「商号又は名称」のフリガナを記入します。また、濁音又は半濁音を表す文字については、

「ギ」や「パ」のように１文字として扱います。
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項番(０９)「商号又は名称」を記入します。また、法人の種類については略号を用いて記入します。

項番(１０)「代表者又は個人の氏名」のフリガナを記入します。また、姓の名の間に１カラム空け、濁音

又は半濁音を表す文字については、「ギ」や「パ」のように１文字として扱います。

項番(１１)「代表者又は個人の氏名」を、姓と名の間に１カラム空けて記入します。

項番(１２)「主たる営業所の所在地市区町村コード」は、別表1(P20)の「市町コード」の中から該当する

ものを記入します。

項番(１３)「主たる営業所の所在地」は、項番(１２)により記入した市町コードによって表される市区町村

に続く町名、街区符号及び住居番号等を、｢丁目｣、｢番｣ 及び「号」については「－(ハイフ

ン)」を用いて記入します。

項番(１４)「電話番号」を、市外局番から「－(ハイフン)」を用いて左詰めで記入します。

項番(１５)「許可を受けている建設業」の全てを、一般建設業は｢１｣、特定建設業は｢２｣で記入します。

項番(１６)  今回、経営規模等評価申請を行う対象業種に「９」を記入します。

項番(１７)「自己資本の額」を千円未満の端数を切り捨てて記入します。

  また、直前の審査基準日と２期平均を行う場合は、審査対象に「２」を記入し、直前の審査

基準日の額も記入します。

  なお、２期平均を行う場合は、２年分の自己資本の額を２で除して端数を切り捨てた額とな

ります。

項番(１８)「利益額（２期平均）」の欄は、審査対象事業年度における利益額及び審査対象事業年度の

前審査対象事業年度の利益額の平均の額を記入します。また、表内のカラムに審査対象事業年

度及び審査対象事業年度の前審査対象事業年度における営業利益の額及び減価償却実施額をそ

れぞれ記入します。

  記入すべき金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示します。

  なお、会社法（平成17年法律第86号）第２条第６号に規定する大会社にあっては、百万円未

満の端数を切り捨て表示することができます。ただし、「利益額（２期平均）」を計算する際

に生じる百万円未満の端数については切り捨てずにそのまま記入します。

  利益額（利払前税引前償却前利益）＝営業利益＋減価償却実施額

－19－

企 業 組 合 (企)

協 同 組 合 (同)

合 同 会 社 (合)

(名)

種       類 略       号

株 式 会 社 (株)

合 資 会 社 (資)

特例有限会社 (有)

合 名 会 社

協 業 組 合 (業)



項番(１９)「技術職員数」の欄は、別紙二で記入した技術職員の人数の合計を記入します。

項番(２０)  経営状況分析(Ｙ)を受けた登録機関の登録番号を「０００００１」のように空位のカラムにも

「０」を記入し、登録機関の名称を記入する。

※登録経営状況分析機関名及び登録番号はＰ11を参照。

別表１     許可区分・市町・土木事務所コード表

○ 許可区分コード

○ 市町コード

○ 土木事務所コード

01

多 久 市 ４１２０４ 01

武 雄 市 ４１２０６

伊 万 里 市 ４１２０５ 05

09 ４１４０１

鳥 栖 市 ４１２０３ 上 峰 町08

唐 津 市

05 伊万里土木事務所

08 東部土木事務所

神 埼 市 ４１２１０

嬉 野 市 ４１２０９

鹿 島 市 ４１２０７ 09

江 北 町小 城 市

４１２０２ 04

玄 海 町 ４１３８７

４１２０８

－20－

09

09

04 唐津土木事務所

09 杵藤土木事務所

コード 土 木 事 務 所

01 佐賀土木事務所

太 良 町

09

08 ４１４４１

白 石 町 ４１４２５

４１４２３

４１４２４

有 田 町

大 町 町

コ ー ド

佐 賀 市 ４１２０１ 吉野ヶ里町 ４１３２７

市     町 コ ー ド

００ ４１ 佐賀県知事国土交通大臣

08

04

05

09

09

土木事務所コード

08

08

08

み や き 町

４１３４１

４１３４５

４１３４６

01

市     町土木事務所コード

基 山 町



別紙一

1.2年平均
2.3年平均
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（千円）

３ ４

2313

６

3 10

合　計 ４ ５ ６

5 15 20

その他   工事

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

工事の種類

,

０

元 請 完 成 工 事 高 計 算 表

,
７

,

１５０,５００

３

25

０

００
,

９ ０

０

40

40

,
７ ０

, , ,
８

, ,
８ ２

25 30 3533

23

９

25 30 3533

８９

７,１６０

完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

２ ０
,

３,２００

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

４,２４０

20

６,４４０

元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

０
, , , , , , , ,

３１ ０
,

６ ２８ ７ ０３ ９ ４

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

０

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

０

5

３
, ,

０
,

１ ０
, ,

３ ７

０

1310 15

５

ＰＣ構造物 工事

３３,０００

255

3 5 6 10 15 16 20

6

工事の種類

４ ９
,

５０,１０５

15 16 20

,
６ ０

, ,

０

（千円）

6 10 15

業 種
コード

９

５

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

６２７,５００

3 5

,

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

０
, ,,

項 番

３ １ ２自

２５年１２月～２６年１１月

３ ２
,

０ １

年

3 5

５ ８

審査対象事業年度の
前々審査対象事業年度

審査対象事業年度の
前審査対象事業年度

４

6

,

１ ２月

,

契約後ＶＥに係る完成工事高の評価の特例　　　（　1.　有　　2.　無　）

工事の種類

土木一式  工事

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

25 26 30

完 成 工 事 高 計 算 表

５５０,６９３

３ ２ ０ １ １

３７８,０００

20

１

元 請 完 成 工 事 高 計 算 表

０ ０
,

７ ５

０

審査対象事業年度の前審査対象事業年度又は
前審査対象事業年度及び前々審査対象事業年度

工 事 種 類 別 元 請 完 成 工 事 高

２

工 事 種 類 別 完 成 工 事 高

計算基準の区分審査対象事業年度

０

19

元請完成工事高

年

, ,,
０

（千円）

０４ ０３ ９

26

,

完 成 工 事 高 元請完成工事高

９
,

26

,
５ ８ ０

3510

５
,

４ ６

15 16

６

（用紙Ａ４）

至２ 自 至１ ２月１ 年６２６年 １月

17

２

２

40 45

36 40

０２ ０ ０

,

（

,

１１

０ ０

）月７

45

０

13 15

３ ２ ０ ２ ０
,

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

１５０,５００

８ ２
, ,

３

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

45

,
２ ０ ０ ０１

２ ０５ ０ ０
,

40

,,

35 36

,

０１ ０ ０

, ,

２ ０

4536

４９,５００
審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

４０,０００

０ ０
, , ,

０
, ,

１ ０
,

26 4030 35

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

建築一式  工事

3 10

10

3630

完 成 工 事 高

11

２４年１２月～２５年１１月

０ ０ ０

（千円）

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

3020 25

,

16 35

０

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表

3 5 7 9

０

５

元 請 完 成 工 事 高 計 算 表

,
３ ６ ５ ０

５ ２

,
８ ０ ２

,

２

,
０

完 成 工 事 高 計 算 表

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

０

３３１,３００

,

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表

３

その他 ８ ０

２ ０ ９ ０
,

０

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

３

, , ,

管  工事

3

課税業者は完工高を税抜きで記載し、免税
業者は税込みで記載すること。

※「土木一式（０１０）」、「とび・土工（０５０）」及び「鋼構造物（１１０）」を申請す
る場合は、実績が無くても、必ず、「ＰＣ構造物工事（０１１）」、「法面処理工事
（０５１）」、「鋼橋上部工事（１１１）」を記載すること。
【経過措置】 「とび・土工（０５０）」又は「解体（２９０）」を申請する場合は、必
ず「とび・土工・解体（３００）」を記載すること(P25)。

なお、(０１１)、（０５１）、（１１１）及び（３００）は、合計に含めないこと。

「２年平均」を選択した場合は、前期の完工高を記入。
「３年平均」を選択した場合は、前期と前々期の完工
高の平均を記入（千円未満端数切捨て）

項番16「経営規模等評価等対象建
設業」記載分と一致すること（建設
業種コード順に記載）

業種コード表(P24)より記入する

カラムの記入にあたっては、
右詰で記入すること

審査対象業種数が５つ以上ある時は、そ
の他工事の欄は使用せず、２枚目以降に
記入すること

審査対象建設業以外の完成工事高について合計を記入する。
業務委託(パトロール・公園や道路の維持管理)に係るもの、例
えば保守点検、除草、伐採、剪定、清掃等は建設工事ではな
いので、完成工事高に含めることはできない。

年間平均完成工事高の算定について「２年
平均」もしくは「３年平均」を選択して記入する

該当の有無について記入「合計」欄には、「PC構造物」・「法面処理」・「鋼橋上部」工事額及び「とび・

土工・解体（経過措置）」は含めないこと



別紙一の記入例（工事種類別完成工事高）

項番(３１) 審査基準日から遡って、24ヶ月又は36ヶ月になるまでの決算期間について、「審査対象事業年

度」には審査基準日の決算期間を、「審査対象事業年度の前審査対象事業年度又は前々審査対

象事業年度」にはそれ以前の決算期間を記入します。

  また、「完成工事高計算基準の区分」に「２年平均」又は「３年平均」をコードで記入し

ます。

項番(３２) 申請業種ごとに「完成工事高」と「元請完成工事高」を記入します。

 また、下記の業種を申請する場合は申請業種ごとに右欄に記載の工事・項目について必ず記入

してください。なお、下記右欄について実積が無くても完成工事高「０」として記入します。

土木一式工事

法面処理工事

とび・土工・コンクリート工事

・解体工事（経過措置）

鋼構造物工事 鋼橋上部工事

とび・土工・コンクリート工事

・解体工事（経過措置）

○  ＰＣ（プレストレストコンクリート）構造物工事

  コンクリートは圧縮に強いが引張に弱いという特性を持っています。この特性に対処すべく、加重によって生

じる引張応力を減殺するため、その部分にあらかじめＰＣ鋼材で圧縮応力を加えたコンクリートのことをプレス

トレスト・コンクリートといいます。「ＰＣ(プレストレストコンクリート)構造物工事」とは、主にこの

プレストレスト・コンクリートを用いて橋梁等を建設する工事です。

○  法面処理工事

  道路を築造する場合には切土、盛土によって道路路面を確保することとなりますが、そのときにできた切土、

盛土の法面を保護する必要が生じます。「法面処理工事」とは、主にこの法面を芝付け、石積工等の方法により

保護する工事のことです。

○  鋼橋上部工事

  橋梁の構造は、上部構造と下部構造とで構成されますが、上部構造とは下部構造(橋台や橋脚)で支持されるい

わゆる橋桁部分の総称であり、通行する交通の路面を形成し、その荷重を支持して下部構造へ伝達する役目を果

たすものです。「鋼橋上部工事」とは、鋼製の橋梁舗

○　とび・土工・コンクリート・解体工事（経過措置）:P25を参照ください。

平成28年6月1日から平成31年5月31日までの間に、とび・土工工事業又は解体工事業の経営事項審査を受けよ

うとするときは、必ず「とび・土工・コンクリート工事・解体工事（経過措置）」についても記載すること。

その際、「完成工事高」の欄にはとび・土工・コンクリート工事及び解体工事の完成工事に係る請負代金の額

の合計を記載すること。元請完成工事高の欄についても同様とする。

  左記の業種を申請した場合に記入
  が必要となる工事・項目

申 請 業 種

１１１

-22-

コード コード

０１０ ０１１

０５１

１１０

プレストレストコンクリート構造物工事

０５０  とび・土工・コンクリート工事
３００

３００ 解体工事２９０



◎ 審査対象事業年度の完成工事高及び元請完工高の記載方法

（１） 各審査対象業年度が１２ヶ月決算の場合

①  「審査対象事業年度」の工事種類別完成工事高の欄(右欄)に、12ヶ月分の額を記入します。

②  「審査対象事業年度の前審査対象事業年度又は前々審査対象事業年度」の欄(左欄)に、２年平均

  ならば「前審査対象事業年度」の12ヶ月分、３年平均ならば「前審査対象事業年度」と「前々審査

  対象事業年度」の24ヶ月分を２で除して切り捨てた額を記入します。

（２） 決算期変更等で、各審査対象事業年度の決算期間が12ヶ月未満となった場合

       例）完成工事高２年平均選択時で、審査基準日を含む事業年度の決算期間が9ヶ月となった場合

①  「審査対象事業年度」の工事種類別完成工事高の欄(右欄)には、次のＡとＢの合計を記入します。

　　　Ａ：審査基準日を含む事業年度の完成工事高（9ヶ月分）

　　　Ｂ：審査基準日を含む事業年度の前期事業年度の完成工事高（12ヶ月分）×3/12(３ヵ月分）

②  「審査対象事業年度の前審査対象事業年度又は前々審査対象事業年度」の欄(左欄)には、次のＣと

　　Ｄの合計を記入します。

　　　Ｃ：審査基準日を含む事業年度の前期事業年度の完成工事高（12ヶ月分）×9/12(9ヵ月分）

      Ｄ：審査基準日を含む事業年度の前々期事業年度の完成工事高（12ヶ月分）×3/12(3ヵ月分）

　※完成工事高３年平均の場合は、上記②の計算後に次のＥとＦ及び上記ＣとＤの合計額を２で除し

　　た額を記入します。　　

　　  Ｅ：審査基準日を含む事業年度の前々期事業年度の完成工事高（12ヶ月分）×9/12（9か月分）

　　　Ｆ：審査基準日を含む事業年度の前々々期事業年度の完成工事高（12ヶ月分）×3/12（3ヵ月分

前
審
査
対
象

事
業
年
度

審
査
対
象

事
業
年
度

前
々
々
審
査
対

象
事
業
年
度
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前
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審
査
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事
業
年
度

前
々
審
査
対
象

事
業
年
度

前
審
査
対
象

事
業
年
度

審
査
対
象

事
業
年
度12ヶ月 12ヶ月 ９ヶ月12ヶ月

36ヶ月

24ヶ月 （完工高２年平均）

（完工高３年平均）

(３ヶ月) (３ヶ月)

12ヶ月

24ヶ月

36ヶ月
（完工高２年平均）

（完工高３年平均）

12ヶ月12ヶ月

(３ヶ月)

(３ヶ月)



【決算期変更時の記入例】

審査基準日を含む事業年度

完成工事高　  600,000千円

審査基準日を含む事業年度の前期事業年度

完成工事高　1,500,000千円

審査基準日を含む事業年度の前々期事業年度

完成工事高　1,800,000千円
①審査対象事業年度の完成工事高

②前審査対象事業年度の完成工事高

1.2年平均
2.3年平均

 

-24-

６ 自月２

40 4510 15

１（ ）

3526

年１

（千円）完 成 工 事 高（千円）

１ １

２６年 ３月～２７年 ２月

３ ２ ０ ２ ０ 1 5

管 工 事

２５年 ３月～２６年 ２月

　　年 　月～　　年 　月

（千円）

審査対象事業年度の
前々審査対象事業年度

元請完成工事高

審査対象事業年度の
前審査対象事業年度

１

, , ,,

600,000＋（1,500,000×3/12）＝975,000完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表

, ,
5

業 種
コード

（千円）

, ,
０ ０ ０

２６０ 水 道 施 設 工 事

０９０ ２５０ 建 具 工 事

１００

審査対象事業年度の前審査対象事
業年度又は前々審査対象事業年度

審査対象事業年度 計算基準の区分

H27.3～H27.11(9ヵ月）

H26.3～H27.2(12ヵ月）

H25.3～H26.2(12ヵ月）

＝975,000・・・・・①

12ヵ月
＋ 1,8000,000× 12ヵ月－9ヵ月

12ヵ月
＝1,575,000・・・・・②9ヵ月

建築一式工事

０８０ 電 気 工 事 ２４０ さ く 井 工 事

０７０ 屋 根 工 事 ２３０ 造 園 工 事

０６０ 石 工 事 ２２０ 電 気 通 信 工 事

１２０ 鉄 筋 工 事 ２９０ 解 体 工 事

１４０ し ゅ ん せ つ 工 事

鋼 橋 上 部 工 事 ２８０ 清 掃 施 設 工 事

１３０ 舗 装 工 事 ３００ とび・土工・コンクリート工事

・解体工事（経過措置）

１１０ 鋼 構 造 物 工 事 ２７０ 消 防 施 設 工 事

１１１

タイル・れんが・ブロック工事

０３０ 大 工 工 事 １８０ 防 水 工 事

０２０ 建 築 一 式 工 事 １７０ 塗 装 工 事

０１１ プレストレストコンクリート構造物工事 １６０ ガ ラ ス 工 事

０５１ 法 面 処 理 工 事 ２１０ 熱 絶 縁 工 事

０５０ とび・土工・コンクリート工事 ２００ 機 械 器 具 設 置 工 事

０４０ 左 官 工 事 １９０ 内 装 仕 上 工 事

０１０ 土 木 一 式 工 事 １５０ 板 金 工 事

０

業    種    コ    ー    ド    表

コード 建 設 工 事 の 種 類 コード 建 設 工 事 の 種 類

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

(1,500,000×9/12)＋
(1,800,000×3/12)＝
1,575,000

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

7 ０
, , ,

９

工事の種類

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

,

5 6

完 成 工 事 高

3 16 20 25

５ ０

30

元請完成工事高

７

１月

11

６年１ ２ ２ ７

17

36

２ 月 至

9 10

600,000＋　1,500,000×
12ヵ月－9ヵ月

12ヵ月

1,500,000×

13 15 19項 番 3 5 7

２３ １ 自２ ５年 月 至 年

審査基準日の年月を記入

②の算式を記入する

審査基準日の１２ヶ月前
の年月を記入する。

審査対象事業年度の完成工事高を算定
する際に用いた決算期間を記入

①の算式を余白部分に
参考記入する。

①の金額を記入



※完成工事高に関する経過措置についての記載例

1.2年平均
2.3年平均

工事

工事

計算基準の区分

項 番 3 5 7 9 10 11 13 15 17 19

年１ １月 自２３ １ 自２ ５年１ ２月

審査対象事業年度の前審査対象事業年度又は
前審査対象事業年度及び前々審査対象事業年度

審査対象事業年度

26

業 種
コード

完 成 工 事 高（千円） 元請完成工事高（千円） 完 成 工 事 高（千円） 元請完成工事高（千円）

１ １月 1 （ ）

審査対象事業年度の
前審査対象事業年度

年　月～　年　月
審査対象事業年度の
前々審査対象事業年度

年　月～　年　月

６年１ ２月 至２ ７年至２ ６

30 35 36 40 45

３ ２ ０ ５ ０ ４ ０ ０ ０ ０

3 5 6 10 15 16 20 25

０ ０ ０

, , , , , , , , , , , ,

５ ０ ０ ０ ０２ ０ ０ ０ ０

26

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

３ ０

30 35 36 40 45

３ ２ ０ ５ １ ０

3 5 6 10 15 16 20 25

０
, , ,

００

26

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度法面処理 工事

30 35 36 40

, , , , , , , , ,

45

３ ２ ３ ０ ０ ５ ５ ０ ０ ０

3 5 6 10 15 16 20 25

４ ０ ０ ０ ０
, , , , , , , , , , , ,

７ ０ ０ ０ ０３ ０ ０ ０ ０

23 25 30

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

２ ０

33 35 40

３ ３ その他 １ ５ ０ ０ ０ １ ０ ０

3 5 10 13 15 20

０ ０ ０ ０
, , , , , , , , , , , ,

０ ０ ０ １０ ０

10 13 15 20 23 25 30

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度その他   工事

７ ０

33 35 40

３ ４ 合　計 ５ ５ ０ ０ ０ ３ ０ ０

3 5

契約後ＶＥに係る完成工事高の評価の特例　　　（　1.　有　　2.　無　）

とび・土工・コ
ンクリート

とび・土工・コンク
リート・解体（経過

措置）
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０ ０ ０ ０
, , , , , , , , , , , ,

０ ０ ０ ４０ ０

「法面処理」の完成工事高を記入（実績なし）。

「合計」欄には、「PC構造物」・「法面処理」・「鋼橋上部」

工事額及び「とび・土工・解体（経過措置）」は含めない

こと。

「とび・土工」のみ申請した場合の記載例。
審査対象事業年度の「とび・土工」実績：完成工事高50,000千円（元請30,000千円）

「解体」実績：完成工事高20,000千円（元請10,000千円）
「その他」実績：なし

前審査対象事業年度の「とび・土工実績：完成工事高40,000千円（元請20,000千円）
「解体」実績：完成工事高15,000千円（元請10,000千円）

「その他」実績：なし

【経過措置について】

◎「とび・土工工事業」又は「解体工事業」の経営事項審査を受けられる全ての方が対象です。なお、「解

体工事業」の経営事項審査を受けるためには「解体工事業」の建設業許可が必要です。

平成28年6月１日以降に「とび・土工工事業」又は「解体工事業」の経営事項審査の本審査を受けられる

方は下記の点に注意してください。

・本審査時にご提出頂く完成工事高内訳書（P35)は、直前２年又は3年分の「とび・土工工事業」と「解体

工事業」の実績について必ずご提出ください。前回以前の経営事項審査で「とび・土工工事業（解体工事含

む）」として提出頂いた完成工事高内訳書に関しては、必ず「解体工事」分を分離させて再度「とび・土工

工事業（解体工事除く）」と「解体工事業」の完成工事高内訳書を作成してください。完成工事高内訳書の

確認書類となる工事請負契約書等に関しては、「とび・土工工事業」及び「解体工事業」分について本審査

時に提示ください。ただし、前回以前経営事項審査で既に審査済みとなった「とび・土工工事業（解体工事

含む）」分の確認書類については省略可能とします。

例：前回経営事項審査で「とび・土工工事業（解体工事含む）」が審査済みで、今回「とび・土工工事業」

のみ申請される場合
⇒直前２年又は３年分の「とび・土工工事業（解体工事除く）」及び「解体工事業」の完成工事高内訳書の
提出が必要です。前回経営事項審査で「とび・土工工事業」が審査済みであっても、「解体工事」と分離し
た「とび・土工工事業」の完成工事内訳書を再度作成ください。工事契約書等の確認書類は、今回の完成工
事高内訳書に対応する「とび・土工工事業」及び「解体工事業」分のみ提示してください。

・（別紙一）工事種類別完成工事高・工事種類別元請完成工事高の「とび・土工工事業」の完成工事高は、
解体工事業の完成工事高を除く「とび・土工工事業」の完成工事高を記入してください。前回以前の経営事
項審査で審査済みとなった「とび・土工工事業（解体工事含む）」の完成工事高も、解体工事業の完成工事
高を除く「とび・土工工事業」の完成工事高を記入する必要があります。「解体工事業」の経営事項審査を
申請しない場合は、解体工事の完成工事高は「その他」の完成工事高へ計上してください。また、「とび・
土工・コンクリート・解体（経過措置）」の欄には「とび・土工工事業」及び「解体工事業」の完成工事高
の合計を記入してください。

「とび・土工」の完成工事高を記入

「解体」と「その他」の合計額を記入

「とび・土工」と「解体」の完成工事高合計額を記
入



別紙二

別紙二の記入例（技術職員名簿）

  この名簿には、雇用期間を特に限定することなく常時雇用されている者（法人の場合は常勤の役員を、個

人の場合は事業主を含む）で建設業に従事する者のうち、建設業法第７条第２号イ、ロもしくはハ又は、

同法第15条第２号イ若しくはハに該当する者（別表２：業種別技術職員コード及び配点表に掲げる資格を有

する者）全員について記入します。

  また、常時雇用されている者であることの確認として、雇用保険及び社会保険に加入している事を条件と

します。（全国土木建築国民健康保険等に加入で事業主負担が有る場合は認められる場合が有ります。）

項番(６１) 「技術職員名簿」の枚数を表示します。１枚の場合は「００１」と記入すること。

項番(６２) 今回経営規模等評価申請を行う対象業種に係る技術者の氏名、生年月日、業種コード(P27)、

有資格区分コード(別表 P29～P31)を記入すること。

  「監理技術者資格者証交付番号」の欄には、監理技術者にあっては監理技術者資格証交付番

号を記入し、有効な監理技術者講習を受講している場合には講習修了年月日を記入すること。

　また、基幹技能者にあっては登録基幹技能者講習修了証の講習修了年月日を記入すること。

  さらに、実務経験で計上する場合（有資格区分コードが「００１」又は「００２」）は、

監理技術者資格者証交付番号欄に実務経験等を確認するための最終学歴（学校名、卒業年月、

学科名等）や職歴の記入が必要です。（実務経験は１業種につき一定年数(３～10年)以上の

実務経験年数が必要です。）

「審査基準日現在の満年齢」の欄は当該技術職員の審査基準日時点の満年齢を記入すること。

「新規掲載者」の欄は審査対象年内に新規に技術職員となった者につき○印を記入すること。

1

①  法第15条第２号イに該当する者（１級国家資格者相当）※法第15条第２号ハに該当する者は除く。
②  監理技術者資格者証の交付を受けていること
③  法第26条の４から６の規定による講習を、当期事業年度開始の日の直前５年以内に受講していること

  なお、当期事業開始日の直前５年以内であって、平成16年2月29日以前に交付された資格者証を保有している
場合、及び平成16年2月29日以前に指定講習を受講し、平成16年3月1日以降に交付を受けた資格者証を保有して
いる場合は、講習受講しているものとみなす。

20
H2.4.1～H16.3.31○○土木建設
H16.4.1～現在 佐賀建設㈱

20 0６ ２５ ○

-26-

大町  四郎

  業種については、技術者１名に付き２業種までとなっており、複数の資格を有する場合で
あっても同じ取り扱いです。「講習受講」の欄には、次の①から③の全ての要件を満たす場
合は「１」を、それ以外の場合は「２」を記入すること。

5 21 3

0 6

６ 10

49 2

2

1

2

0

3

10

講
習
受
講

第00301234567号
H23.5.26講習修了

01 2 1 2

5

業 種
コード

0

頁 数

5

技　術　職　員　名　簿

0６ １

項 番

頁

3

10

（用紙Ａ４）

５

21 1

０ ０

講
習
受
講

有 資 格
区 分
コ ー ド

０２

監理技術者資格者証交付番号

２

3２ 0 1 1

有 資 格
区 分
コ ー ド

1

1

1 1 3

5

業 種
コード

3

1 1 3

２ 0 1

６ 0○

新
規
掲
載
者

0６ ２

２６

通番

３

４

１

  

山口  三郎 52

氏　　　　　名

佐賀  太郎

城内  五郎

神埼  二郎

審査
基準日
現在の
満年齢

28

35

34

生　年　月　日

65

昭和62年1月1日

昭和55年12月1日

昭和55年12月2日

昭和38年8月8日

昭和25年10月10日

直前５年 当期事業年度

申請日
↓

この期間内に受講していることが必要
（当期事業年度開始がＨ27年12月１日の場合：Ｈ22年12月１日からＨ27年11月30日までの間）

①監理技術者講習受講者は「監理技術者資
格者証の交付番号」と 「講習修了年月日」を
記入
②監理技術者で講習未受講者等は「資格者証
の交付番号」を記入

担当業種は、技術者１名につき２業種までとなります（複数の資格を有す
る場合でも同様に２業種まで。）ただし、「とび・土工」及び「解体」を同時に
申請される場合は、担当業種最大３業種まで申請できる経過措置があり
ます（P27)。

1級資格者かつ監理技術者講習会受
講者は「1」を、それ以外は「2」を記入

略歴(学歴、
職歴）を記入

（審査基準日）
平成27年11月30日
（申請書提出日）
平成28年4月15日

当事業年度開始日（平成27年12月1日）
の直前1年以内に技術職員となった者に
○を付す

審査基準日（平成27
年11月30日）時点の
満年齢を記載

新規若年技術職
員（1名）

若年技術職員
（2名）

技術職員
（5名）

平成27年11月30日においては、生年月日が
・昭和55年12月1日以前の者は満35歳以上
・昭和55年12月2日以降の者は満35歳未満



※技術職員に関する経過措置についての記載例

別紙二

業種コード欄に「とび・土工」のコード「０５」が記入された技術者については、「とび・土工」

及び「とび・土工・解体（経過措置）」の技術者として審査されます。業種コード欄に「解体」のコ

ード「２９」が記入された技術者については、「解体」及び「とび・土工・解体（経過措置）」の技

術者として審査されます。業種コード欄に「とび・土工・解体（経過措置）」のコード「９９」が記

入された技術者については、「とび・土工」、「解体」及び「とび・土工・解体（経過措置）」の技

術者として審査されます。

3 2

業 種
コード

有 資 格
区 分
コ ー ド

講
習
受
講

監理技術者資格者証交付番号

１ 佐賀  太郎 昭和62年1月1日 28 ６ ２ 0 1 1 1 3 2 9 9 1 1

頁 数 ６ １ 0 0 1 頁

通番

新
規
掲
載
者

氏　　　　　名 生　年　月　日

審査
基準日
現在の
満年齢

業 種
コード

有 資 格
区 分
コ ー ド

講
習
受
講

（用紙Ａ４）

２ ０ ０ ０ ５

技　術　職　員　名　簿

１４ し ゅ ん せ つ 工 事 ２９ 解 体 工 事

１５ 板 金 工 事 ９９
とび・土工・コンクリート工事
・ 解 体 工 事 （ 経 過 措 置 ）

１１ 鋼 構 造 物 工 事 ２６ 水 道 施 設 工 事

１２ 鉄 筋 工 事 ２７ 消 防 施 設 工 事

１３ 舗 装 工 事 ２８ 清 掃 施 設 工 事

０８ 電 気 工 事 ２３ 造 園 工 事

０９ 管 工 事 ２４ さ く 井 工 事

１０ タイル・れんが・ブロック工事 ２５ 建 具 工 事

０５ とび・土工・コンクリート工事 ２０ 機 械 器 具 設 置 工 事

０６ 石 工 事 ２１ 熱 絶 縁 工 事

０７ 屋 根 工 事 ２２ 電 気 通 信 工 事

０２ 建 築 一 式 工 事 １７ 塗 装 工 事

０３ 大 工 工 事 １８ 防 水 工 事

０４ 左 官 工 事 １９ 内 装 仕 上 工 事

技　術　職　員　名　簿　業  種 コ ー ド 表

コード 建 設 工 事 の 種 類 コード 建 設 工 事 の 種 類

０１ 土 木 一 式 工 事 １６ ガ ラ ス 工 事
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「とび・土工」及び「解体」を同時に申請した場合の記載例（一人の技
術職員につき担当業種３業種申請）。
例）経審申請業種：土木一式、とび・土工、解体
技術職員：佐賀太郎が１級土木施工管理技士の資格を保有しており、
「土木一式」、「とび・土工」、「解体」の技術職員として登録する。

業種コード「９９」を使用することで、「と
び・土工」及び「解体」の技術者として
登録できます。



技術職員名簿に記載できる技術者について

技術職員名簿に記載できる技術者は、「審査基準日以前に６ヶ月を超える恒常的雇用関係のある者」

に限定されています。

※高年齢者雇用安定法に基づく継続雇用制度対象者については、雇用期間が限定されていても技術

職員名簿に記載することができます。

○評価対象・・・雇用期間＝６月＋１日⇒６月を超える恒常的雇用関係がある者

×評価対象外・・・雇用期間＝６月＋０日⇒６月を超える恒常的雇用関係がない者

※審査基準日以前に６ヶ月を超える恒常的雇用関係のある者の例

なお、審査基準日に在籍しているが、審査基準日の前日から6ヶ月前の月の応当日を含む

前後の期間若しくは応当日以降の一定期間、やむを得ない特別の理由により在籍していない

ものについて、審査基準年度において通算で6ヶ月を超えて雇用されている場合、審査基準日

以前に6ヶ月を超える恒常的な雇用関係が継続していたものとして対象とする場合があります。

該当する場合は事前に建設・技術課へご相談してください。

審査基準日（決算日）

平成28年7月31日

平成28年7月31日

平成28年8月28日

平成27年10月1日

平成28年3月31日

平成28年3月31日

平成28年4月30日

平成28年5月31日

平成28年6月30日

平成28年7月31日

平成28年8月31日

平成28年9月30日

平成28年10月31日

平成28年11月30日

平成28年5月30日

平成28年7月1日

６ヶ月前 ６ヶ月と１日前

平成27年10月1日

平成27年10月30日

平成27年12月1日

平成27年12月30日

平成28年1月31日

平成28年3月1日

平成28年3月30日
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平成28年6月15日 平成27年12月14日平成27年12月15日

平成27年9月30日

平成27年10月29日

平成27年11月30日

平成27年12月29日

平成28年1月30日

平成28年2月29日

平成28年3月29日

平成28年4月30日

平成28年5月29日

平成28年6月30日

平成28年7月30日

平成28年8月27日

平成27年9月30日

平成28年3月30日

平成28年12月31日

平成29年1月31日

平成29年2月28日

平成28年4月1日

平成28年10月1日



別表　業種別技術職員コード表　１／３　　　　　　
技術者配点：建設業の種類に該当する数字

土 PC 建 大 左 と 法 石 屋 電 管 タ 鋼 橋 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

001 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 １

002 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 １

003 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 １

004 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 １

111 5 5 5 5 5

1１A 5 5 5 5 5 5

21２ 2 2 2 2 2

21B 2 2 2 2 2 2

１1３ 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

11C 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

21４ 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

21D 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

21５ 2

21６ 2 2

21E 2 2 2

1２０ 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

12A 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

２2１ 2 2

２２2 2 2 2 2 2 2 2 2

22B 2 2 2 2 2 2 2 2

２2３ 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

1２７ 5

２2８ 2

1２９ 5

2３０ 2

1３３ 5

2３４ 2

土 PC 建 大 左 と 法 石 屋 電 管 タ 鋼 橋 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

1３７ 5 5 5 5 5 5 5

2３８ 2 2 2 2 2

2３９ 2

1４１ 5 5 5 5 5 5 5 5 5

14A 5 5 5 5 5 5 5 5 5

1４２ 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

14B 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

1４３ 5 5 5 5

14C 5 5 5 5 5

1４４ 5 5

1４５ 5

1４６ 5 5

1４７ 5 5

1４８ 5 5 5

1４９ 5 5 5 5 5

14D 5 5 5 5 5 5

1５０ 5

1５１ 5 5 5 5 5

15A 5 5 5 5 5 5

1５２ 5

1５３ 5 5

1５４ 5 5 5

1５５ 2

2５６ 1

電気事業法 2５８ 1

電気通信事業法 2５９ 1

水　道　法 2６５ 1

1６８ 2

1６９ 2

土 PC 建 大 左 と 法 石 屋 電 管 タ 鋼 橋 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

※技術職員名簿講習受講の欄に「１」と記入できる１級国家資格相当
者は１点加点されます。詳しくは参照。

コード
建設業の種類

法第７条第2号　イ　該当（指定学科卒業＋実務経験）

法第７条第２号　ロ　該当（１０年の実務経験）

法第15条第２号　ハ　該当（同号イと同等以上）

法第15条第２号　ハ　該当（同号ロと同等以上）

建
設
業
法
（

技
術
検
定
）

１級建設機械施工技士

１級建設機械施工技士（附則第４条該当）

２級建設機械施工技士　（第１種～第６種）

２級建設機械施工技士　（第１種～第６種）（附則第４条該当）

１級土木施工管理技士

１級土木施工管理技士（附則第４条該当）

２級土木施工管理技士
種
別

土 木

土木（附則第４条
該 当 ）

鋼構造物塗装

薬 液 注 入

薬液注入（附則第
４ 条 該 当 ）

１級電気工事施工管理技士

２級電気工事施工管理技士

１級管工事施工管理技士

２級管工事施工管理技士

１級造園施工管理技士

２級造園施工管理技士

１級建築施工管理技士

１級建築施工管理技士（附則第４条該当）

２級建築施工管理技士
種
別

建 築

躯 体

躯体（附則第４条
該 当 ）

仕 上 げ

農業 「農業土木」 ・ 総合技術監理 （農業 「農業土木」 ）（附則第４条該当）

電気電子 ・ 総合技術監理 （電気電子）

機械 ・ 総合技術監理 （機械）

機械 「流体工学」又は「熱工学」 ・ 総合技術監理 （機械 「流体工学」又は「熱工学」）

上下水道 ・ 総合技術監理 （上下水道）

上下水道 「上水道及び工業用水道」 ・ 総合技術監理 （上下水道 「上水道及び工業用水道」）

建
築
士
法

１級建築士

２級建築士

木造建築士

技
術
士
法

建設 ・ 総合技術監理（建設）

建設 ・ 総合技術監理（建設）（附則第４条該当）

建設 「鋼構造及びコンクリート」 ・ 総合技術監理 （建設 「鋼構造及びコンクリート」 ）

建設 「鋼構造及びコンクリート」 ・ 総合技術監理 （建設 「鋼構造及びコンクリート」 ）（附則第４条該当）

農業 「農業土木」 ・ 総合技術監理 （農業 「農業土木」 ）

衛生工学 「水質管理」 ・ 総合技術監理 （衛生工学 「水質管理」）

衛生工学 「廃棄物管理」 ・ 総合技術監理 （衛生工学 「廃棄物管理」）

電気工事士法
第１種電気工事士

第２種電気工事士 【３年】

水産 「水産土木」 ・ 総合技術監理 （水産 「水産土木」）

水産 「水産土木」 ・ 総合技術監理 （水産 「水産土木」）（附則第４条該当）

森林 「林業」 ・ 総合技術監理 （森林 「林業」）

森林 「森林土木」 ・ 総合技術監理 （森林 「森林土木」）

森林 「森林土木」 ・ 総合技術監理 （森林 「森林土木」）（附則第４条該当）

衛生工学 ・ 総合技術監理 （衛生工学）

消　防　法
甲種 消防設備士

乙種 消防設備士

電気主任技術者　（第１種～第３種） 【５年】

電気通信主任技術者 【５年】

給水装置工事主任技術者 【１年】
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指定建設業７業種



技術者配点：建設業の種類に該当する数字

土 ＰＣ 建 大 左 と 法 石 屋 電 管 タ 鋼 橋 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

1７１ 2

２７１ 1

1６４ 2 2 2

２６４ 1 1 1

1６Ｂ 2 2 2 2

２６Ｂ 1 1 1 1

１７２ 2

２７２ 1

１57 2 2 2

２57 1 1 1

１5B 2 2 2

25B 1 1 1

1７３ 2 2

２７３ 1 1

１7A 2 2 2

２7A 1 1 1

１６６ 2 2

２６６ 1 1

１6C 2 2 2

２6C 1 1 1

１７４ 2

２７４ 1

１７５ 2

２７５ 1

１７６ 2

２７６ 1

１７０ 2 2 2

２７０ 1 1 1
１７７ 2
２７７ 1
１７８ 2
２７８ 1
１７９ 2 2
２７９ 1 1
１８０ 2
２８０ 1

１８１ 2 2

２８１ 1 1

１８２ 2
２８２ 1
１８３ 2
２８３ 1
１８４ 2 2
２８４ 1 1
１８５ 2
２８５ 1
１８６ 2
２８６ 1
１８７ 2
２８７ 1
１８８ 2
２８８ 1
１８９ 2
２８９ 1

土 ＰＣ 建 大 左 と 法 石 屋 電 管 タ 鋼 橋 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

別表　業種別技術職員コード表　２／３

コード
建設業の種類

とび・とび工（２級）

とび・とび工（１級）（附則第４条該当）

とび・とび工（２級）（附則第４条該当）

コンクリート圧送施工（１級）

職
業
能
力
開
発
促
進
法

建築大工（１級）

建築大工（２級）

型枠施工（１級）

型枠施工（２級）

型枠施工（１級）（附則第４条該当）

型枠施工（２級）（附則第４条該当）

左官（１級）

左官（２級）

とび・とび工（１級）

ウェルポイント施工（１級）（附則第４条該当）

ウェルポイント施工（２級）（附則第４条該当）

冷凍空気調和機器施工 ・ 空気調和設備配管（１級）

冷凍空気調和機器施工 ・ 空気調和設備配管（２級）

給排水衛生設備配管（１級）

給排水衛生設備配管（２級）

コンクリート圧送施工（２級）

コンクリート圧送施工（１級）（附則第４条該当）

コンクリート圧送施工（２級）（附則第４条該当）

ウェルポイント施工（１級）

ウェルポイント施工（２級）

タイル張り・タイル張り工（１級）
タイル張り・タイル張り工（２級）
築炉・築炉工・ れんが積み（１級）
築炉・築炉工・ れんが積み（２級）
ブロック建築・ブロック建築工・コンクリート積みブロック施工（１級）
ブロック建築・ブロック建築工・コンクリート積みブロック施工（２級）

配管・配管工（１級）

配管・配管工（２級）

建築板金「ダクト板金作業」（１級）

建築板金「ダクト板金作業」（２級）

工場板金（１級）
工場板金（２級）
板金・建築板金・板金工（１級）（注４）
板金・建築板金・板金工（２級）（注４）
板金・板金工・打出し板金（１級）
板金・板金工・打出し板金（２級）

石工・石材施工・石積み（１級）
石工・石材施工・石積み（２級）

鉄工・製罐
せいかん

（１級）

鉄工・製罐
せいかん

（２級）
鉄筋組立て・鉄筋施工（１級）（注３）
鉄筋組立て・鉄筋施工（２級）（注３）

建築塗装・建築塗装工（１級）
建築塗装・建築塗装工（２級）

かわらぶき・スレート施工（１級）
かわらぶき・スレート施工（２級）
ガラス施工（１級）
ガラス施工（２級）
塗装・木工塗装・木工塗装工（１級）
塗装・木工塗装・木工塗装工（２級）
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※ 等級区分
が2級の場合
は、合格後3
年以上の実
務経験を要
する。

指定建設業７業種



別表　業種別技術職員コード表　３／３
技術者配点：建設業の種類に該当する数字

土 ＰＣ 建 大 左 と 法 石 屋 電 管 タ 鋼 橋 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解
１９０ 2
２９０ 1
１９１ 2
２９１ 1
１６７ 2
１９２ 2
２９２ 1
１９３ 2
２９３ 1
１９４ 2
２９４ 1
１９５ 2
２９５ 1
１９６ 2
２９６ 1
１９７ 2
２９７ 1
１９８ 2
２９８ 1
０６１ 1 1 1
０6A 1 1 1 1
040 1 1

０６２ 1 1
０６３ 1 1
０60 2

その他 ０６４ 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
０９９ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

土 ＰＣ 建 大 左 と 法 石 屋 電 管 タ 鋼 橋 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

注１  【    】書きの実務経験年数については、免状を取得後に必要な経験年数。
　 ２  職業能力開発促進法の「技能検定」は、平成16年度以降に２級の技能検定に合格した者については、「必要な実務経験年数」が３年となります。
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コード
建設業の種類

 
 
 
職
業
能
力
開
発
促
進
法

金属塗装・金属塗装工（１級）
金属塗装・金属塗装工（２級）
噴霧塗装（１級）
噴霧塗装（２級）
路面標示施工
畳製作 ・ 畳工（１級）
畳製作 ・ 畳工（２級）
内装仕上げ施工 ・ カーテン施工 ・ 天井仕上げ施工 ・ 床仕上げ施工 ・ 表装 ・ 表具 ・ 表具工（１級） 

内装仕上げ施工 ・ カーテン施工 ・ 天井仕上げ施工 ・ 床仕上げ施工 ・ 表装 ・ 表具 ・ 表具工（２級） 

防水施工（１級）
防水施工（２級）
さく井（１級）
さく井（２級）
地すべり防止工事 【１年】

熱絶縁施工（１級）
熱絶縁施工（２級）
建具製作・建具工・木工（注５）・カーテンウォール施工・サッシ施工（１級）

建具製作・建具工・木工（注５）・カーテンウォール施工・サッシ施工（２級）

造園　（１級）
造園　（２級）

解体工事
基幹技能者
建設業法施行規則第７条の３の第１号、第２号（上記コード１１～９８に

地すべり防止工事（附則第４条該当） 【１年】

建築設備士 【１年】

計装 【１年】

基礎ぐい工事

※ 等級区分
が2級の場合
は、合格後3
年以上の実
務経験を要
する。

指定建設業７業種



別紙三

労働福祉の状況

建設業の営業継続の状況

防災活動への貢献の状況

法令遵守の状況

建設業の経理の状況

研究開発の状況

建設機械の保有状況

国際標準化機構が定めた規格による登録の状況

若年の技術者及び技能労働者の育成及び確保の状況

20.0 (％)

防災協定の締結の有無 ４

５ ３

５ １ 2

５ ４

ＩＳＯ１４００１の登録の有無 ５ ８ 1

ＩＳＯ９００１の登録の有無 ５ ７ 1

６

3

3

８

再生計画又は更生計画認可日

民事再生法又は会社更生法の適用の有無 ４

3 5

     年     月     日平成

3

休業等期間

建設機械の所有及びリース台数 ５

５ ０

監査の受審状況 4２５

3

2

3

備考（組織変更等）初めて許可（登録）を受けた年月日

3

９

3

法定外労働災害補償制度加入の有無 ４ ６ 1

４

1

７

2

平成20年12月1日法人化

     年     月     日

   15年    5月   21日 0年　　　　7か月

再生手続又は更生手続終結決定日

平成

11

3

平成

建設業退職金共済制度加入の有無 ４ ４

3

1

健康保険加入の有無 ４ ２

５ 1

3

３ 1

3

1

退職一時金制度若しくは企業年金制度導入の有無 ４

（用紙Ａ４）

厚生年金保険加入の有無

雇用保険加入の有無 ４ １

項 番

1

3

２

４

４０ ０ ０

〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

その他の審査項目（社会性等）

3

,
研究開発費（２期平均）

営業年数

5 10

,

3

（千円）

3

0

（人）

５

公認会計士等の数

3

営業停止処分の有無

(千円)

1 0

0

５

’ ’

審 査 対 象 事 業 年 度 審査対象事業年度の前審査対象事業年度

’ ’ ’ ’

(千円)
,

5

,

3

二級登録経理試験合格者の数 1

5

指示処分の有無

新規若年技術職員の割合(Ｃ／Ａ)

〔1.有、2.無 〕

  1.会計監査人の設置、2.会計参与の設置、
  3.経理処理の適正を確認した旨の書類の提出、4.無

〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

〔1.有、2.無 〕

〔1.有、2.無 〕

〔1.有、2.無 〕

〔1.有、2.無 〕

（年）

〔1.有、2.無 〕

昭和

平成

再生手続又は更生手続開始決定日

   年     月     日

〔1.有、2.無 〕

（台）

,

〔1.有、2.無 〕

〔1.有、2.無 〕

（人）

5
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〔1.該当、2.非該当 〕新規若年技術職員の育成及び確保 ６ ０ 1

3 技 術 職 員 数 ( Ａ ) 若 年 技 術 職 員 数 ( Ｂ )

新規若年技術職員数(Ｃ)

1 (人)

若年技術職員の割合(Ｂ／Ａ)

1 (人) (人)5 2 40.0 (％)若年技術職員の継続的な育成及び確保 ５ ９ 〔1.該当、2.非該当 〕

以下の場合は適用除外「３」を記入すること
・雇用保険・・・従業員が１人もいない場合
・健康保険及び厚生年金保険・・・個人で従業員が４人以下の
場合。なお、加入事業所であって法定免除の者がいる場合は、
申し出てください。

健康保険の被保険者の適用除外の承認を受けて全国建設工
事業国民健康保険組合や全国土木建築国民健康保険組合に
加入している場合は、「３．適用除外」を選択します。

加入(導入)している場合は「１」を未加入等の場合は「２」を記入

審査基準日までに建設業の許可又は登録を受けて

営業を行っていた年数（休業等の期間は除き、年未

満の端数は切り捨て）。

休業期間、廃業期間、許可切れ期間等を記入（休業期間等があれば、
その期間を営業年数から除外する）
なお、個人事業主が法人化後、新たに許可を取得するまでの期間も、
この休業期間に該当します。

組織変更、営業譲渡、合併
等を具体的に記入。

平成２３年４月１日以降に民事再生又は会社更生法
の適用を申し立てた場合であって、手続開始決定か
ら手続終結の間は「１」を記入、その他の場合は「２」
を記入。再生期間終了後は「営業年数」評価はゼロ
年から再スタートする。 審査基準日において、国、特殊法人等又は地方公共団体との間

で、防災活動に関する協定を締結している場合は「１」を記入。

審査対象事業年度内に、営業停止・指示処分を受けた場合は、
「１」を、それ以外の場合は「２」を記入。

以下の区分により記入（審査基準日現在）。
「１」 会計監査人の設置
「２」 会計参与の設置
「３」 建設業に従事する職員のうち公認会計士、一級建設業

経理事務士等が経理処理の適正処理を確認した書類に自
らの署名を付したものの提出

「４」 上記以外

公認会計士、会計士補、税理士及び一級登録経理試験合格
者（一級建設業経理事務士）等の数を記入する。

二級登録経理試験合格者（二級建設業経理事務士）の数を記
入する。

「監査の受審状況」欄で「１」を記載した場合に
のみ２期平均額を記入し、それ以外は「０」を記
入。決算期が１２ヶ月に満たない場合の換算方
法は、完成工事高と同様に扱う。

評価対象となる建設機械（P34)のうち、審査基準日の所有及び審査
基準日を含む以降１年７ヶ月以上の使用期間が定められているリー
スの合計台数を記載する（正常に稼働する状態にある建設機械に
限る。）加点対象は１５台までだが、実数を記載する。

審査基準日において国際標準化機構が定めた規格による認証登
録の有無を記入。ただし、登録範囲に建設業が含まれていない場
合及び建設業法上の全ての営業所が含まれていない場合は、加
点対象とならないため「２」を記入。

15％以上→該当

1％以上→該当



別紙三（その他の審査項目（社会性等)）の記入例

項番(４１) 審査基準日において、雇用保険の被保険者について資格取得届を公共職業安定所の長に提出し

ている場合は「１」、提出していない場合は「２」となります。また、以下の場合は適用除外

の「３」を記入すること。

・個人事業で事業主のみや、事業主と専従者のみの場合

・法人で役員のみ場合や、役員及びその役員と生計を同一にする職員のみの場合

項番(４２、４３)審査基準日において、健康保険及び厚生年金保険の被保険者について資格取得届を日本年金機構

又は健康保険組合に提出している場合は「１」、提出していない場合は「２」となります。

また、個人事業者で、従業員が４人以下で健康保険及び厚生年金保険の適用が除外されている

ある場合等は「３」を記入すること。

項番(４４) 審査基準日において、勤労者退職金共済機構との間で特定業種退職金共済契約を締結してい

る場合は「１」を、締結していない場合は「２」を記入すること。

項番(４５) 審査基準日において、次のいずれかに該当する場合は「１」を、該当しない場合は「２」を記

入すること。

①  労働協約若しくは就業規則に退職手当の定めがあること又は退職手当に関する事項につい

  ての規則が定められていること。

《就業規則の場合の必要事項》

・退職手当の計算方法及び支払時期が明記されていること

・従業員10人以上…労働基準監督署の受付印があること

・従業員10人未満…従業員代表者との同意書が添付されていること

②  勤労者退職金共済機構との間で特定業種退職金共済契約以外の退職金共済契約が締結され

  ていること。

③  所得税法施行令に規定する特定退職金共済団体との間で退職金共済についての契約が締結

  されていること。

④  厚生年金基金の設立

⑤  法人税法に規定する適格退職年金契約の締結

⑥  確定給付企業年金法（平成13年法律第50号）に規定する確定給付企業年金の導入

⑦  確定拠出年金法（平成13年法律第88号）に規定する企業型年金の導入

項番(４６) 審査基準日において、次のいずれかとの間で、労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）

に基づく保険給付の基因となった業務災害及び通勤災害（下請人に係るものを含む）に関する

給付についての契約を締結している場合は｢１｣を、締結していない場合は｢２｣を記入すること。

①  建設業福祉共済団及び建設業労災互助会

②  全国中小企業共済協同組合連合会及び全国労働災害保険事務組合

③  保険会社

項番(４７) 初めての許可（登録）を受けてから審査基準日までの営業年数を右詰めで記入すること（休業、

廃業、許可切れ等の期間は除く)。また、記入に際しては、満年数を記入し端数は切り捨てます。

  なお、許可切れの期間には、個人事業主が法人化した場合に法人設立日以後新たに許可を

取得するまでの期間も含まれることから、この休業期間に該当することとなります。

例) 平成15年5月21日に最初の建設業許可を受け、審査基準日が平成27年11月30日の経営事項審
   査を申請する場合で､その間に7ヶ月間の休業があるときの営業年数は満10年となります｡
    平成15年5月21日～平成27年11月30日…11年6ヶ月、休業期間7ヶ月、実営業期間…10年11ヶ月
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項番(４８) 審査基準日において、民事再生法又は会社更生法の適用を申し立てている場合、申し立て後に

終結の決定を受けていない場合は「１」を記入し、終結している場合は「２」を記入します。

項番(４９) 審査基準日において、国、特殊法人等又は地方公共団体との間で、防災活動に関する協定を締

結している場合は「１」を記入し、締結していない場合は「２」を記入します。

項番(５０)及び(５１)

審査対象年において、建設業法第28条に規定による営業停止処分又は指示処分を審査対象事業

年度に受けたことがある場合には、それぞれ「１」を、受けたことがない場合は「２」を記入

します。

項番(５２) 「監査の受審状況」の欄は、審査基準日時点において、次に掲げる項目に該当する場合は、そ

れぞれ該当する番号（１～３）を、いずれにも該当しない場合は「４」を記入します。

項番(５３)及び(５４)

  審査基準日における公認会計士、会計士補、税理士、これらとなる資格を有する者及び一級

登録経理試験合格者（一級建設業経理事務士）等の人数を項番(５３)へ、二級登録経理試験

合格者（二級建設業経理事務士）の人数を項番(５４)へ記入します。

項番(５５)

項番(５６)

　　 建設機械のうち、次に掲げるもの

・ショベル系掘削機　：ショベル、バックホウ、ドラグライン、クラムシェル、クレーン

　 又はパイルドライバーのアタッチメントを有するもの

・ブルドーザー　　　：自重が３トン以上のもの

・トラクターショベル：バケット容量が０．４立方メートル以上のもの

・モーターグレーダー：自重が５トン以上のもの

・大型ダンプ車　　　：車両総重量８トン以上または最大積載量５トン以上で事業の種類

　　　　　　　　　　　として建設業を届け出、表示番号の指定を受けているもの

・移動式クレーン　　：つり上げ荷重３トン以上のもの

項番(５７)及び(５８)

審査基準日において、国際標準化機構が定めた規格による認証登録がある場合は「１」を記入し、

ない場合や登録範囲に建設業が含まれていない場合及び建設業法上の全ての営業所が含ま

れていない場合は「２」を記入します。

項番(５９)

項番(６０)

会計監査人を設置している会社の建設業者に対し、研究開発費（２期平均値）を評価します。
表内のカラムに審査対象事業年度と審査対象事業年度の前審査対象事業年度の研究開発費を記
入し、その平均値（千円未満の端数は切り捨て）を「研究開発費(２期平均)」の欄に記入しま
す。なお、会計監査人を設置している会社以外の建設業者は該当しませんので、カラム内に
「０」を記入してください。

３  建設業に従事する職員であって、下記のいずれかに該当する者が経理処理の適正を確認した旨
の書類に自らの署名を付したものを提出した場合
  ・公認会計士、会計士補、税理士、これらとなる資格を有する者
  ・一級登録経理試験合格者（一級建設業経理事務士）

１  会計監査人の設置を行っている場合（監査報告書において、無限適正意見、限定付適正意見が
  表明された場合に加点）
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２  会計参与の設置を行っている場合（会計参与報告書が作成されている場合に加点）

記入すべき金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示すること。ただし、会社法（平成17年法
律第86号）第２条第６号に規定する大会社にあつては、百万円未満の端数を切り捨てて表示す
ることができる。ただし、研究開発費（２期平均）を計算する際に生じる百万円未満の端数に
ついては切り捨てずにそのまま記入すること。記入すべき割合は、小数点第２位以下の端数を
切り捨てて表示すること。

審査基準日において、満35歳未満の技術職員の人数が技術職員の人数の合計の15％以上に該当
する場合は「１」を、該当しない場合は「２」を記入すること。

審査基準日において、満35歳未満の技術職員のうち、審査対象事業年度内に新規に技術職員と
なつた人数が技術職員の人数の合計の１％以上に該当する場合は「１」を、該当しない場合は
「２」を記入すること。

建設機械のうち、ショベル系掘削機、ブルドーザー、トラクターショベル、移動式クレーン、大
型ダンプ車、モーターグレーダーについて、審査基準日時点で所有がある場合、審査基準日以降
に１年７ヶ月以上の使用期間が定めらているリースがある場合は、その合計台数を記入します。

※評価対象となる建設機械（種別又は規格の確認のためカタログ等の提出をお願いする場合があります）



添付書類第１号

工事種別 土木一式  工事      事業年度（平成26年12月１日～平成27年11月30日)

土木一式 ＰＣ

とび･土工法面処理

鋼構造物 鋼橋上部

完  成  工  事  高  内  訳  書

発 注 者 名
元請
下請
の別

工 事 名 工 事 内 容
施  工
場  所

工期
配    置
技術者名

請 負 金 額(千円) 下 請 発 注 状 況

うち(ＰＣ) 業 者 名 発注額 工 事 内 容

17,500 土工(掘削工)

下請総額 75,000

35,000 矢板･杭打工

20,000 ブロック積工

佐賀県 元請
佐賀外環状線○
○橋橋梁整備
（上部工）工事

橋梁上部工
 ＰＣ桁
 L=○○ｍ、W=○○ｍ

佐賀県
佐賀市

神埼二郎
(１１３)

125,000

㈲△△重機

□□建設㈱

●●建設㈱
佐賀県 元請

○○川広域基幹
河川改修工事

施工延長 L=○○ｍ
環境保全型
 ブロック積A=○○㎡
可動堰基礎工A=○○㎡
 ○杭(L=○ｍ､n=○本)

佐賀県
小城市

h27.9
～

h27.11

街路灯電気設備

○○建設㈱ 4,000 防護柵工ほかh27.5
～

h27.10

城内五郎
(１１３)

120,000 120,000

㈱△●設備 5,000

下請総額 9,000

国土交通省
九州地方整備局

元請
ＪＶ

○○川河川総合
開発事業○○ダ
ム本体工事

ダム本体工
     V=○○ｍ３

福岡県
福岡市

h27.5
～

h27.8

神埼二郎
(１１３)

(50,000)
650,000

3,600 交通安全施設工

下請総額 32,500

15,000 土工、擁壁工

10,000 路盤、表層工

下請総額 25,000

●●建設㈱ 25,000 型枠工事

○○建設㈱ 下請
○○ショッピン
グセンター建設
外溝工事

植栽工 一式
舗装工 A=○○㎡
フェンス工 L=○○ｍ
駐車場塗装工
        A=○○㎡

佐賀県
唐津市

佐賀太郎
(１１３)

40,000

㈲△△重機

㈱○△舗道

○○建設㈱
佐賀市 元請

○○△△線道路
改良工事

道路改良工 L=○○ｍ
路盤･表層工
        A=○○㎡
Ｌ型擁壁工 L=○○ｍ
交通安全施設工 一式

佐賀県
佐賀市

h27.4
～

h27.8

h26.12
～

h27.3

佐賀太郎
(１１３)

60,000

下請総額

㈱○△組 下請
公共下水道事業
○○幹線管渠布
設工事

推進工 L=○○ｍ、
       φ○○㎜

佐賀県
佐賀市

h27.10
～

h27.11

大町四郎
(００２)

15,000

下請総額

下請総額 7,500

●●建設㈱ 5,000 推進縦坑一式

㈲△△重機 2,500 管渠吊込布設工

下請総額

その他３０件 170,000

下請総額 32,500

合  計 36 件
349,000 120,000

181,500

小  計 件

580,000 120,000

法面処理工事

鋼橋上部工事
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業 種 名 記載区分 該 当 工 事

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ構造物工事

請負額は、課税業者は消費税抜き
免税業者は消費税込み金額を記入する

知事許可業者用

下請発注状況は下請発注額の上位３件の「業者
名｣「発注額」「主な工事内容」を記入し、「下
請総額」欄には下請の総額を記入すること。

申請業種毎に作成
工事実績が無い場合も「実績
なし」で作成すること。

完成工事高の記入方法
①元請工事の完工高を額の大きい順に元請完工高の７割まで記入。
②次に、①以外の元請工事と下請工事を額の大きい順に請負金額総額の７割まで記入。
③上記①と②で記入しなかった工事については、「その他○件」として一括記入可能。
※軽微な工事が①と②を合わせて10件記載された場合は以降記入不要のため、残りの

工事は「その他○件」とて一括記入可能（①のみで軽微な工事が10件記載された場合
②は不要）。※軽微な工事とは1件の請負金額が500万円未満の工事（建築一式工事で
は、1件の請負金額が1,500万円未満の工事又は150㎡未満の木造住宅工事）

ＪＶとして行った工事はＪＶと付記すること。
請負額は施工責任額を記入すること。

長期大規模工事で工事進行基準が適
用される工事は、上段に当該年度分
を（ ）書で、下段に全体額を記載。

主要な工事内容を記入すること。

また、工事進行基準を採用した工事は、当該事業年度の

施工内容を記入すること。

ページ毎の完成工事の件数と金額及び下請発注額を
記入（請負金額欄の上段は元請工事額）

最終ページに全ての完成工事の件数と金額及び下請
発注額を記入（請負金額欄の上段は元請工事額）

下記工事については、うち（ ）として請負金
額の内数として記入すること。

下請発注額（労務外注を含

配置技術者名と資格
コードを記入。

【経過措置】「とび・土工工事業」又は「解体解体工事業」を申請する場合は、どち

らか1業種のみを申請する場合でも必ず「とび・土工工事業」と「解体工事業」2業種

分の完成工事高内訳書を作成してください。また、前回以前の経営事項審査で既に審

査済みとなっている「とび・土工工事業（解体工事含む）」の完成工事高内訳書につ

いても、「とび・土工工事業（解体工事除く）」と「解体工事業」分の完成工事高内

訳書に分離して再度作成してください（P25)。



添付書類第１号（完成工事高内訳書）

  申請を行う業種ごとに完成工事高内訳書を作成すること。記入方法は下記のとおりです。

　　申請時でも必ず「とび・土工工事業」と「解体工事業」2業種分の完成工事高内訳書を作成ください。　　　　

①  元請工事に係る完成工事について、請負金額（工事進行基準を採用している場合は完成工事高）の大

  きい順に元請工事の完成工事高全体の７割を超えるところまで記入し、続けて、残る元請工事と下請工

  事について、請負金額の大きい順に、先に記入した元請工事を合算して事業年度の完成工事高全体の７

  割を超えるところまで記入し、残る３割相当分を「その他」として一括記入すること。

    なお、軽微な工事に該当しない工事全てを記入しても、元請完成工事又は完成工事高全体の額７割を

  超えない場合には、軽微な工事を請負代金の額の大きい完成工事から順に10件まで（10件未満で７割を

  超える場合には当該工事まで）記入すること。    

②  共同企業体(ＪＶ)として行った工事については、「元請又は下請の別」の欄に、当該区別に係る記入

  のほかＪＶと記入し、請負代金の額は施工責任額を記入すること。

③  「配置技術者氏名」の欄は、記入された完成工事に配置された主任技術者又は監理技術者の氏名と有

  資格者コードを記入すること。

④  下記工事について作成する場合は、次の工事について実績があれば「請負金額」の欄中「うち(  )」

  の括弧内にそれぞれ記入すること。

    ・土木一式工事 → ＰＣ(プレストレストコンクリート)構造物工事

    ・とび・土工・コンクリート工事 → 法面処理

    ・鋼構造物工事 → 鋼橋上部

⑤  工事進行基準を採用している場合は、「請負代金の額」の欄に、契約金額を下段に、その完成工事高

  を(    )書きで上段に記入すること。また、工事期間については全体の期間を記入すること。

⑥  下請工事については、「発注者名」の欄に、直接注文した元請負人の商号又は名称を記入し、「工事

  名」の欄には下請工事の名称を記入すること。

⑦  「工事内容」の欄には、受注した工事の主な内容を記入すること。なお、工事進行基準を採用した工事

  については、当該事業年度に係る工事内容を記入すること。

⑧  「施工場所」は、都道府県及び市区町村名を記入します。

⑨  「下請発注状況」には、下請発注額の上位３件を記入し、「下請総額」の欄に当該工事に係る下請総

  額を記入してください。（下請額には、労務外注費を含む。）

※完成工事高の計上基準

①工事完成基準：工事の完成した日の属する事業年度に完成工事高(収益･費用)として計上

〔工事完成基準の特例〕

②工事進行基準：工事完成基準に代え、決算日の出来高額を完成工事高(収益･費用)として計上

 ○部分完成基準：次に掲げる場合で、部分的に完成した工事を引渡、売上げ（請求行為を含む）が計上さ
        れた場合に該当
        ・一の契約により、同種の工事を多量に請け負った場合で、その引渡量に従い工事代金を収入する
          旨の特約又は慣習があるとき
        ・工事の一部が完成し、その部分を引き渡した都度、工事代金を収入する旨の特約又は慣習がある
          とき
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  ※この様式は、知事許可業者の申請に使用します。

    軽微な工事とは、工事１件の請負代金の額が500万円未満の工事（建築一式工事の場合は1,500万円未満の
    工事又は延面積が150㎡未満の木造住宅工事）

 ○工事進行基準(長期大規模工事)：着工から完成までの工期が2年以上で、請負金額が50億円以上の長期
       大規模工事について、決算日の進行程度により収益・費用を計上。ただし、経過措置として、平成
       10年4月１日～平成13年3月31日までに契約締結した工事は150億円以上､平成13年3月31日～平成
       16年3月31日までに契約締結した工事は100億円以上。

　※【経過措置】「とび・土工工事業」又は「解体解体工事業」を申請する場合は、どちらか1業種のみの



経営事項審査の項目及び基準

１ 工事種類別年間平均完成工事高(Ｘ１)

※１．Ｘ１に年間平均完成工事高を代入する（千円未満切り捨て)。

  ２．評点に小数点以下の端数がある場合は、これを切り捨てる。

Ｘ１ ÷

未満

2,000

×10

以上 未満 ×11

未満 Ｘ１ ÷

13

16

＋

10,000 ＋以上 未満 Ｘ１ ÷

＋

5,000 ＋

÷

5,000 ＋÷

3,000 ＋

×

×

以上 未満 Ｘ１

以上 未満 Ｘ１ 20,000 ＋

10,000

以上 未満 Ｘ１

以上 未満 Ｘ１

×

20

14

5,000

以上

÷ 20,000 ＋

20,000 ＋

÷

÷

＋

以上 未満 Ｘ１

以上 未満 Ｘ１ ÷

÷ 10,000

100,000

×

＋

30,000 ＋

50,000 ＋

Ｘ１ ÷

Ｘ１ ÷200

150

以上 未満

以上 未満

Ｘ１ ÷×24 50,000 ＋

以上 未満 Ｘ１ ÷ 50,000 ＋

300

250

42

(29)

(30)

(31)

(40)

(41)

(42)

＋

100,000 ＋以上 未満 Ｘ１ ÷400

Ｘ１500 ÷ 100,000

以上 未満 Ｘ１ ÷

15

12

10

(26)

(27)

(34)

(35)

(28)

Ｘ１ ÷

以上 未満 Ｘ１ ÷

1,000

800

600

以上 未満

以上 未満

以上 未満

以上

Ｘ１ ÷

100 ×22

未満 Ｘ１120

200

150

120

100

＋200,000

＋

以上 未満 Ｘ１

未満 Ｘ１

＋

＋

＋

以上

以上

未満 Ｘ１1,200

以上 未満 Ｘ１ ÷

＋

300,000 ＋

÷ 200,000 ＋

200,000

未満 Ｘ１ ÷ 1,000,000

未満 Ｘ１

＋

以上 未満 Ｘ１ ÷ 2,000,000

＋÷ 2,000,000

2,000,000

÷ 1,000,000

÷ 1,000,000

＋62

Ｘ１ ÷ 3,000,000

＋

500,000

1,211

1,055

÷ 5,000,000

未満 Ｘ１ ÷ 5,000,000

Ｘ１

×50

＋

未満 Ｘ１ ÷ 500,000 ＋

×

×

64

64

50

51

51

未満 Ｘ１× ÷

40,000

30,000

以上 未満

未満

未満

未満

未満

以上

以上

以上

以上

＋

＋

未満 Ｘ１ ÷ 10,000,00089

未満 Ｘ１

25,000

20,000

15,000

12,000

10,000

未満 Ｘ１

未満 Ｘ１

＋

60,000 ÷ 20,000,000以上 未満 101 ＋

未満 Ｘ１ ÷ 20,000,000

10,000,000

100,000

80,000

60,000

50,000

80,000 114

×

×

×

88

89

×

(１)

以上

以上

以上

以上

以上

以上

以上

Ｘ１      評      点

2,309100,000

1,791

1,566

1,561

1,561

1,378

1,373

1,373

1,281

1,055

1,059

903

963

975

893

811

816

868

793

748

716

698

678

654

＋

＋

÷ 5,000,000

＋

＋

39710,000Ｘ１ ÷

1,739

＋

＋÷ 10,000,000

÷

Ｘ１

1,165

1,155

Ｘ１ ÷ 500,000

Ｘ１ ÷

626

616

601

577

565

550

530

524

509

493

483

473

以上

以上

50,000

40,000

30,000

25,000

20,000

15,000

12,000

10,000

8,000

6,000

5,000

4,000

800

600

500

400

300

250

20

80

60

50

(４)

(５)

(６)

(７)

(８)

(２)

(３)

以上

以上

40

30

25

8,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,500

2,000

1,500

80

60

50

12

40

30

25

20

3,000

2,500

2,000

1,500

1,200

1,000

×

×

×

×

×

×

15

75

76

76

36

38

39

38

51

39

25

25

34

28

34

(９)

(10)

(11)

(12)

(13)

(14)

(15)

(16)

(17)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

許 可 を 受 け た 建 設 業 に 係 る
建 設 工 事 の 種 類 別 年 間 平 均
完 成 工 事 高 ( 単 位 : 百 万 円 )

(36)

(37)

(38)

(39)

(32)

(33)

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

26

19

28

16

19

24

131
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２  自己資本額及び平均利益額(Ｘ２)

Ｘ２評点＝（自己資本額点数＋平均利益額点数）÷２（小数点以下切り捨て）

イ  自己資本額

(単位：百万円)

注１  自己資本額が０円に満たない場合は、０円と見なして算定する。

1,233÷ 5,000,000

150 以上 200

100 以上 120

816200,000 ＋

24 × (自己資本額) ÷

21 × (自己資本額) ÷

39

÷

÷

30 × (自己資本額) ÷

(自己資本額)

21 × (自己資本額) ÷

× (自己資本額) ÷

36 × (自己資本額)

34 ×

41 ×

×

(自己資本額) ÷

(自己資本額) ÷

(自己資本額)

÷

16

÷

(自己資本額)

29 ×

29

以上 120,000 未満

×

47 ×

25

未満 ×

53

33

(12) 25,000

(13) 20,000

(14) 15,000

(15) 12,000

(16) 10,000

(17) 8,000

未満

(18) 6,000

(19) 5,000

(20) 4,000

(21) 3,000

(22) 2,500

(23) 2,000 以上

以上 20,000 未満

以上 15,000

未満

以上 12,000 未満

以上 10,000

未満

未満

未満

点                         数

以上 8,000 未満

以上 6,000

未満

以上 5,000 未満

以上 4,000

以上 3,000 未満

42 × (自己資本額)

(９) 50,000

(８) 60,000

(10) 40,000

(11) 30,000

以上 60,000

以上 80,000

以上 50,000

以上 40,000

以上 30,000

以上 25,000

未満

66

(34)

以上 100,000

(自己資本額)

(自己資本額)

250,000 未満

÷

÷

(自己資本額)

(３) 200,000 以上

(２) 250,000 以上 300,000 未満

30,000

20,000

664＋

650

(自己資本額)

2,114

(自己資本額) ÷

1,686

1,614

＋

(１) 300,000 以上

未満 23

(４) 150,000 以上 200,000

(７) 80,000 未満

未満

未満

未満

未満

未満

未満

(５) 120,000 以上 150,000 未満

(６) 100,000

2,500

未満

(24) 1,500 以上 2,000 未満

(25) 1,200 以上 1,500

(26) 1,000 以上 1,200 未満

(27) 800 以上 1,000

未満

(28) 600 以上 800 未満

(29) 500 以上 600

(30) 400 以上 500 未満

(31) 300 以上 400

以上 250

150

50

未満

(36)

(37) 80 以上 100

以上 80

未満

未満

未満

未満

25

15

12

(38)

10

(47)

15 以上

(43)

以上

(44)

40

12(45)

(46)

以上

未満

(41) 30 以上

以上

20 以上

(42) 以上 30

10

未満

8 ×

20

11 ×

×12

×

(自己資本額)

91 ÷

61 ×

10

(自己資本額)

(自己資本額)

63

未満

14

46 × (自己資本額) ÷

(自己資本額)

15

(自己資本額)

× (自己資本額)

×

未満

未満 16

1,736

73 × (自己資本額) ÷

50,000,000

× (自己資本額) ÷

1,503

30,000,000 1,557

(自己資本額) ÷

1,463

×

1,407

20,000,000

20,000,000

20,000,000

＋

＋

＋

＋

＋

＋

50,000,000

50,000,000

(自己資本額)

75 ×

1,356

1,321

10,000,000

10,000,000

＋

＋

× (自己資本額) ÷

(自己資本額) ÷

＋

10,000,000

1,193

66 ×

1,153

5,000,000

5,000,000

＋

＋

＋

47

53 ×

39 ×

57

1,269

1,114

1,084

3,000,000

2,000,000

＋

＋

÷

(自己資本額) ÷ 1,054

1,022

2,000,000

2,000,000

＋

＋

989

964

1,000,000

1,000,000

＋

＋÷

× (自己資本額) ÷

(自己資本額)

936

909

1,000,000

500,000

＋

＋

÷ 889

861

500,000

500,000

＋

＋÷

27 × (自己資本額) ÷ 834300,000 ＋

× (自己資本額)

×

801

777

200,000

200,000

＋

＋

(自己資本額) ÷

759

744

100,000

100,000

＋

＋

(自己資本額) ÷

720

10,000

591

＋

＋

＋

614

10,000(自己資本額)

＋16

(自己資本額) ÷ 711

100,000

50,000

27 ×

691

675

50,000

50,000

(自己資本額) ÷

÷

÷

÷(自己資本額)

＋

＋

＋

＋

＋

5,000

＋5,000

3,000

＋

＋

＋

× (自己資本額) ÷

÷

×

361

635

19 × (自己資本額) ÷ 623

× 20,000

20,000 ＋

599

11

÷

(自己資本額)

14 × (自己資本額)

÷ 10,000

548

544

(自己資本額)

÷

÷

÷

÷

×

579

569

561

÷ 5,000

25

自 己 資 本 額

×

13 ×

19 ×

18 ×

×

60

(39) 50 以上 60

(40) 40

未満

未満

未満

(35) 120 以上

未満

(32) 250 以上 300 未満

(33) 200

2,000

10,000

＋

＋223

-38-



ロ  平均利益額（利払前税引前償却前利益の２期平均）

※ 利払前税引前償却前利益（ＥＢＩＴＤＡ）＝営業利益＋減価償却実施額

(単位：百万円)

注１  平均利益額が０円に満たない場合は、０円と見なして算定する。

  ２  評点に小数点以下の端数がある場合は、これを切り捨てる。

3,000,000 ＋

＋

5,000,000 ＋

30,000 ＋

20000 ＋

＋

5,000,000 ＋

＋

＋

＋

2,000,000

2,000,000

＋

＋

＋

595未満 6 × (平均利益額)(36) 10 以上 12 ÷

2,000,000

1,000,000

500,000

1,000,000

1,000,000

10

200,000

100,000

＋

500,000 ＋

500,000 ＋

300,000 ＋

＋

200,000 ＋

200,000 ＋

＋

＋

50,000 ＋

10,000 ＋

100,000 ＋

100,000 ＋

50,000

20,000

2,000 ＋

10,000 ＋未満 78 × 547(平均利益額) ÷(37)

603未満 7 × (平均利益額) 3,000 ＋÷(35) 12 以上 15

÷ 605未満 11 × (平均利益額) 5,000 ＋(34) 15 以上 20

÷ 609未満 10 × (平均利益額) 5,000 ＋(33) 20 以上 25

÷ 619未満 8 × (平均利益額)(32) 25 以上 30 5,000 ＋

(30) 40 以上 50

÷ 622未満 15 ×

＋× 634

(平均利益額)

(31) 30 以上 40 (平均利益額) 10,000

÷ 634未満 12 ×

÷ 10,00050 以上 60 未満 12

661

÷

(平均利益額) ÷ ＋

(平均利益額)

(28) 60 以上 80 未満 19 × (平均利益額)

(29)

(27) 80 以上 100 未満 16 ×

20,000 ＋ 649

未満 15 × (平均利益額) ÷

(平均利益額)未満 20

(26) 100 以上 120

÷

695

(25) 120 以上 150 ×

50,000(24) 150 以上 200 未満 27 × (平均利益額) ÷

666

(平均利益額) ÷

722

(23) 200 以上 250 未満 24 ×

(22) 250 以上 300 未満 21 × (平均利益額) ÷

(平均利益額) ÷

757

(21) 300 以上 400 未満 37 ×

(16)

777

(20) 400 以上 500 未満 32 × (平均利益額) ÷

(平均利益額) ÷

801

(19) 500 以上 600 未満 28 ×

825

(18) 600 以上 800 未満 48 × (平均利益額) ÷

(平均利益額) ÷

(平均利益額) ÷

未満 42

× (平均利益額)

÷

(平均利益額) ÷×134

点                         数

2,447

(17) 800 以上 1,000

850

880

÷

980

× (平均利益額) ÷

未満 37 ×

(平均利益額) ÷

×

÷未満 48

(平均利益額)1,000 以上 1,200

950

未満 70 × 910(14) 1,500 以上 2,000

× (平均利益額)(15) 1,200 以上 1,500

(13) 2,000 以上 2,500 未満 60

未満 54 ×(12) 2,500 以上 3,000

1,028未満 92 × (平均利益額)(11) 3,000 以上 4,000

1,080未満 79 × (平均利益額)

÷

÷(10) 4,000 以上 5,000

÷ 1,125未満 70 × (平均利益額)(９) 5,000 以上 6,000

未満 122(８) 6,000 以上 8,000 1,179

(７) 8,000 以上 10,000

×

未満 175 ×

1,251

1,306

未満 104 ×

÷

未満 123(５) 12,000 以上 15,000

(平均利益額)

(平均利益額)

÷

(６) 10,000 以上 12,000 未満 93 ×

1,462

1,643

151 ×

(４) 15,000 以上 ÷20,000

5,000,000

(平均利益額) ÷ 1,558(３) 20,000 以上 25,000 未満

(２) 25,000 以上 30,000

(１)

未満

平 均 利 益 額

30,000 以上

(平均利益額)

(平均利益額)

÷

1,372

737

707

676

＋
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３  経営状況分析(Ｙ)

【経営状況分析指標】

純支払利息比率

負債回転期間

総資本売上総利益率

売上高計上利益率

自己資本対固定資産比率

自己資本比率

営業キャッシュフロー

利益剰余金

注１  総資本売上総利益率については、２期平均の総資本が３千万円以下の場合は３千万円と読み替えて計算

  ２  総資本＝負債純資産合計

  ４  Ｘ１～Ｘ８の各指標の計算結果は、小数点以下第４位を四捨五入

※個人の場合の勘定科目の読替

・経常利益＝事業主利益

・利益剰余金＝純資産合計

※営業キャッシュフローの増減の計算方法

貸倒引当金（正の数値で計算） (＋ )

支払手形・工事未払金・未成工事受入金 （増加分はキャッシュイン）

受取手形・完成工事未収入金 (－ )

未成工事支出金・材料貯蔵品 （増加分はキャッシュアウト）

・営業キャッシュフロー(２期平均)は、営業ＣＦ(当期)と営業ＣＦ(前期)との平均

・営業キャッシュフロー(当期)は、（当期決算－前期決算）の増減額

・営業キャッシュフロー(前期)は、（前期決算－前々期決算）の増減額

【経営状況点数（Ａ）の算出】

Ａ＝(－０.４６５０×Ｘ１)－(０.０５０８×Ｘ２)＋(０.０２６４×Ｘ３)＋(０.０２７７×Ｘ４)

    ＋(０.００１１×Ｘ５)＋(０.００８９×Ｘ６)＋(０.０８１８×Ｘ７)＋(０.０１７２×Ｘ８)

    ＋０.１９０６

※小数点以下第３位を四捨五入

【経営状況評点（Ｙ）の算出】

Ｙ＝１６７．３×Ａ＋５８３   

※小数点以下第１位を四捨五入し、評点が０に満たない場合は０と見なす

評点幅： 最高点 １,５９５点 ～ 最低点 ０点

上限値

Ｘ３

Ｘ４

Ｘ５

Ｘ６

5.1

18.0

Ｘ８

影響

63.6 6.5

100.0 -3.0

15.0 -10.0Ｘ７

下限値

68.5 -68.6

5.1 -8.5

350.0 -76.5

-0.3

0.9

Ｘ１

Ｘ２

経営状況分析の指標

負 債
抵 抗 力

自己資本／固定資産合計×100(固定比率の逆)

自己資本／総資本×100

営業キャッシュ・フロー／１億(２期平均)

算 出 式

絶 対 的
力 量

収益性・
効 率 性

財 務
健 全 性

記号

(支払利息－受取利息配当金)／売上高×100

負債合計／(売上高÷12)

売上総利益／総資本(２期平均)×100

利益剰余金／１億

経常利益／売上高×100
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  ３  営業キャッシュフロー＝経常利益＋減価償却実施額±貸倒引当金増減額－法人税住民税及び事業税±受取手
                            形・完成工事未収入金増減額±支払手形・工事未払金増減額±未成工事支出金・材
                            料貯蔵品増減額±未成工事受入金増減額



４  技術力評価（Ｚ）

Ｚ評点＝技術職員点数×４／５＋元請平均完成工事高点数×１／５（小数点以下切り捨て）

イ  工事種類別技術職員数値

技術職員数値は、次の技術者の資格区分により算定する。

①  一級監理受講者 １名につき６点（監理技術者で有効な監理技術者講習修了者）

②  一級技術者であって一級監理受講者以外の者 １名につき５点

③  基幹技能者であって一級技術者以外の者 １名につき３点（登録基幹技能者講習修了者）

④  二級技術者 １名につき２点

⑤  その他の技術者 １名につき１点

注  評点に小数点以下の端数がある場合は、これを切り捨てる。

以上 870

(12)

2,470

(８)

未満

以上 3,210 未満

未満 62

以上 1,900 未満 63 × ÷

1,900 以上

1,367

1,624

(10) 1,460

(11) 1,130

(13)

÷

1,558

÷

1,686

1,876

1,434

1,939

1,998

1,808

＋

670

62 ×

以上(14) 510

870 以上 1,130

1,488未満 63 × (技術職員数値)

÷未満

÷ 330 ＋以上 1,460

技 術 職 員 数 値

(技術職員数値)

(技術職員数値)

(９)

2,470

1,747

未満 62 × ÷

× (技術職員数値)

未満

以上 9,180

(３) 9,180 以上 11,930 ×

未満 62 × (技術職員数値)(２) 11,930 以上 15,500

63

(20) 未満 63 ×

984(技術職員数値) ÷ 40 ＋

110 以上 140

未満

(21) 85 以上 110 63

(１) 15,500 以上 2,335

＋

＋

未満 62

×

(19) 140 以上 180

×

63 ×

907(技術職員数値) ÷ 30 ＋

5,430

×

670 ×

1,247(技術職員数値) ÷ 120 ＋

160 ＋

(４) 7,060

63

(22) 65 以上 85 未満 × 810(技術職員数値) ÷ 20 ＋

(23) 50 以上 65 ÷未満 62 ×

5 ＋

5 ＋

(技術職員数値) ÷

以上 50 未満

(25) 30 以上 40

以上 30

未満 63

(27)

未満 62 ×

20 ×

以上 15 未満 62 ×

以上

(30) 5 未満

未満

62

(29) 105 以上

未満 63

未満

20

未満 6315

1,318未満 62

以上 390

未満 63

63

636(技術職員数値)

未満 63

×(６) 4,180 以上 (技術職員数値) ÷

5 ＋÷

(技術職員数値)

(16) 300

(28) 10

(26)

(24) 40

1,183(技術職員数値) ÷×

1,119(技術職員数値)×300

633(技術職員数値) ÷

742(技術職員数値)

70 ＋

＋

62

63 ×

×未満 860(技術職員数値) ÷ 25 ＋

62 ×

(17) 230 以上 ÷

未満 62 ×(18) 180 以上 230 1,040(技術職員数値) ÷ 50 ＋

÷

(技術職員数値)

÷

508(技術職員数値) ÷ 5 ＋

＋

(技術職員数値) ÷

509

510

×

×

3,570

点                         数

2,065÷

1,250 ＋

2,750 ＋÷(技術職員数値)

2,120 ＋÷

63310

÷ 970 ＋

740 ＋(技術職員数値) ÷

(技術職員数値)

(技術職員数値) 440

(技術職員数値) ÷

200

570

(技術職員数値)

(技術職員数値)

62 ×

×62

(15) 390 以上 510

＋

10

1,630 ＋

260 ＋

＋

90 ＋

511

15 ＋

10
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4,180 未満

(５)

(７)

以上

以上

5,430

3,210

7,060



ロ  工事種類別年間平均元請完成工事高点数

注  評点に小数点以下の端数がある場合は、これを切り捨てる。

×

×以上 12

23 ×

19 ×

×

未満

28

(42) 10 未満

16

341

未満(41) 10

×

×

×

×

×

×

×

29

×

×

× ＋

× ÷ 50,000 ＋

＋÷ 50,000

×

(年間平均元請完工高)

32 ×

×

× (年間平均元請完工高)

(年間平均元請完工高)

×

×

×

50 ×

×

47 ×

×

×

×

57 ×

×

×

×

55 ×

×

×

×

126 ×

× (年間平均元請完工高)

60,000 未満 87

未満

48

92

未満

63

145

未満

76

未満

66

未満

79

(40) 12 以上 15

未満

19

(39) 15 以上 20 未満

(38) 20 以上 25

(37) 25 以上 30 未満

(36) 30 以上 40

未満

36

未満

22

31未満

27(35) 40 以上 50

(34) 50 以上 60

未満

26

(33) 60 以上 80 未満

(32) 80 以上 100

未満

45

(31) 100 以上 120 未満

(30) 120 以上 150

未満

30

未満

35

(29) 150 以上 200

(28) 200 以上 250

未満

40

(27) 250 以上 300 未満

(26) 300 以上 400 51

未満

57

(25) 400 以上 500 未満

(24) 500 以上 600

未満

41

未満

36

(23) 600 以上 800

(22) 800 以上 1,000

未満

70

(21) 1,000 以上 1,200 未満

(20) 1,200 以上 1,500

(19) 1,500 以上 2,000 未満

(18) 2,000 以上 2,500

(17) 2,500 以上 3,000

(16) 3,000 以上 4,000

未満

(15) 4,000 以上 5,000 未満

(14) 5,000 以上 6,000

(13) 6,000 以上 8,000 未満

(12) 8,000 以上 10,000

未満

110

未満

75

(11) 10,000 以上 12,000

(10) 12,000 以上 15,000

(９) 15,000 以上 20,000 未満

81

以上

許可を受けた建設業に係る
建設工事の種類別年間平均
元請完成工事高 (単位:百万円)

点                         数

2,270 

(年間平均元請完工高)

未満

80,000 未満

119

(８) 20,000 以上 25,000

未満

104

(７) 25,000 以上 30,000 未満

(６) 30,000 以上 40,000

90 ×

×

(５) 40,000 以上 50,000 未満

(４) 50,000 以上

100,000

(３) 60,000

(２) 80,000

(１)

以上

100,000 以上 2,865

＋

÷(年間平均元請完工高) 20,000,000

2,166 

(年間平均元請完工高) ÷ 10,000,000 ＋ 2,079 

÷ 20,000,000

＋

÷ 10,000,000 ＋ 1,994 

1,906 

(年間平均元請完工高) ÷ 5,000,000 ＋ 1,828 

(年間平均元請完工高) ÷ 10,000,000 ＋

1,758 

(年間平均元請完工高) ÷ 5,000,000 ＋ 1,678 

(年間平均元請完工高) ÷ 5,000,000 ＋

1,603 

(年間平均元請完工高) ÷ 2,000,000 ＋ 1,549 

(年間平均元請完工高) ÷ 3,000,000 ＋

1,489 

(年間平均元請完工高) ÷ 2,000,000 ＋ 1,421 

(年間平均元請完工高) ÷ 2,000,000 ＋

1,367 

(年間平均元請完工高) ÷ 1,000,000 ＋ 1,312 

(年間平均元請完工高) ÷ 1,000,000 ＋

1,260 

(年間平均元請完工高) ÷ 500,000 ＋ 1,209 

(年間平均元請完工高) ÷ 1,000,000 ＋

1,164 

(年間平均元請完工高) ÷ 500,000 ＋ 1,112 

(年間平均元請完工高) ÷ 500,000 ＋

1,072 

(年間平均元請完工高) ÷ 200,000 ＋ 1,026 

(年間平均元請完工高) ÷ 300,000 ＋

996 

(年間平均元請完工高) ÷ 200,000 ＋ 956 

(年間平均元請完工高) ÷ 200,000 ＋

911 

(年間平均元請完工高) ÷ 100,000 ＋ 891 

÷ 100,000 ＋

847 

(年間平均元請完工高) ÷ 50,000 ＋ 820 

(年間平均元請完工高) ÷ 100,000 ＋

795 

755 

(年間平均元請完工高) ÷ 30,000 ＋ 730 

702 

(年間平均元請完工高) ÷ 20,000 ＋ 687 

(年間平均元請完工高) ÷ 20,000

659 

(年間平均元請完工高) ÷ 10,000 ＋ 635 

(年間平均元請完工高) ÷ 20,000 ＋

(年間平均元請完工高) ÷ 2,000 ＋

(年間平均元請完工高) ÷ 10,000 ＋

＋ 610 

(年間平均元請完工高) ÷ 10,000 ＋ 594 

(年間平均元請完工高) ÷ 10,000

573 

(年間平均元請完工高) ÷ 5,000 ＋ 553 

(年間平均元請完工高) ÷ 5,000 ＋
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502 

533 

(年間平均元請完工高) ÷ 3,000 ＋ 522 

(年間平均元請完工高) ÷ 5,000 ＋

241 



５ その他の審査項目(Ｗ)

 イ 労働福祉の状況(Ｗ１)

〔算  定  式〕 〔審 査 項 目〕

① 雇用保険

② 健康保険

③ 厚生年金保険

Ｙ１：審査項目④～⑥のうち加入又は導入しているとされたものの数 ④ 建設業退職金共済制度

Ｙ２：審査項目①～③のうち加入していないとされたものの数 ⑤ 退職一時金制度若しくは企業年金制度

⑥ 法定外労働災害補償制度

 ロ 営業年数（Ｗ２）

 ハ 民事再生又は会社更生法の適用の有無（Ｗ２）

 ニ 防災活動への貢献の状況(Ｗ３)

 ホ 法令遵守の状況（Ｗ４）

① 営業停止処分を受けている場合－３０点

② 指示処分を受けている場合 －１５点

 ヘ 建設業の経理の状況（Ｗ５）

①監査の受審状況

・会計監査人の設置を行っている場合 ２０点

・会計参与の設置を行っている場合 １０点

・経理処理の適正を確認した旨の書類が提出されている場合   ２点

② 公認会計士等の数

（公認会計士等数値）＝ 公認会計士等の数 ＋ 二級登録経理試験合格者数× 0.4

年間平均完成工事高の区分に応じて、上記数値により0～10点を配点

公認会計士等数値

 年間平均

 完成工事高

150億円以上

600億円未満

40億円以上

150億円未満

10億円以上

40億円未満

１億円以上

10億円未満

１億円未満

5.2未満  

26 24 22

2.8未満  

1.2未満  

  4.8以上

６

  7.2以上

民事再生又は会社更生法の適用を申し立てた場合 －６０点

20

6.8未満  

  2.4以上

8

－

1.2未満  

9

10.8未満  

(３)

評点(Ｗ１) ＝ Ｙ１ × 15 － Ｙ２ × 40

34 33 32 31 22

※審査対象事業年度内に営業停止処分と指示処分を受けて
  いる場合は、－３０点

0

11 10 5以下

20

30

28

46

23

36 34

2126

3.2未満  

  1.2以上

1.6未満  

  0.4以上

0.8未満  

  0.8以上

評 点

2.4未満  

18 17

38

30 29 27 25 24

48

区分

42 40

14 13 121619

35以上

60

(６)

０

(２) (４)

８ ４

(５)

618 16

年 数

評 点

44

年 数

8.8未満  4.8未満  

  3.2以上   1.2以上

  6.8以上   2.8以上

0

0

  0.8以上

－

0.4未満   
1.2未満  0.8未満  

  0.4以上

－

2.8未満   

評点

600億円以上
  10.8以上   5.2以上

13.6未満  7.2未満  

10 ２

  2.8以上

0.4以上   － －

－

項目

  国、特殊法人等又は地方公共団体と防災協定を締結している場合

12 1014

15

28

2.4以上   
  1.6以上

１５点

1.2以上   
  0.8以上

4.4以上   

13.6以上   

8.8以上   

(１)

  1.6以上

3258 56 54 52 50

7 6

24

8

0.8未満   
4.4未満  2.4未満  

1.6未満   
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 ヘ 研究開発の状況（Ｗ６）

(単位：百万円)

 ト 建設機械の所有及びリース台数（Ｗ７）

① 加点対象となる建設機械を保有している場合

 チ 国際標準化機構が定めた規格による登録の状況（Ｗ８）

①ＩＳＯ９００１の登録を受けている場合 ５点

②ＩＳＯ１４００１の登録を受けている場合 ５点

 

 リ 若年技術職員の育成及び確保の状況（Ｗ９）

①満35歳未満の技術職員数が技術職員名簿全体の15％以上の場合 １点

②新たな満35歳未満の技術職員数が技術職員名簿全体の１％以上の場合 １点

【その他の審査項目（Ｗ）の算定】

◎ 総合評定値(Ｐ)の算出方法

総合評定値（Ｐ）＝ 0.25Ｘ１ ＋ 0.15Ｘ２ ＋ 0.20Ｙ ＋ 0.25Ｚ ＋ 0.15Ｗ

１台につき１点　　最高１５点

(１) 10,000 以上 25

5,000 以上 7,500 未満 23

研 究 開 発 費

(４) 3,000 以上 5,000 未満

(２) 7,500 以上 10,000

(３)

24未満

(５) 2,000 以上 3,000 未満

(６) 1,900 以上 2,000 未満 20

(７) 1,800 以上 1,900 未満

(８) 1,700 以上 1,800 未満 18

19

22

点  数

未満

(10) 1,500 以上 1,600 未満

(９) 1,600 以上 1,700

(11) 1,400 以上 1,500

(12) 1,300 以上 1,400

(13) 1,200 以上 1,300

(14) 1,100 以上 1,200

未満

未満 14

未満

21

(15) 1,000 以上 1,100

(16) 900 以上 1,000

800

(17) 800 以上 900

(18) 700 以上

600 以上

(20) 500 以上 600

700(19)

(21) 400 以上 500

未満

(22) 300 以上

(23) 200 以上 300

(24) 100 以上 200

未満

未満

未満 9

未満 8

未満

未満

未満

100 未満 1

未満

17

400

未満 6

未満

3

4

2

(26) 50

(25) 50 以上

13

11

7

5

10

0

12

未満

16

15

Ｗ＝（Ｗ1＋Ｗ２＋Ｗ３＋Ｗ４＋Ｗ５＋Ｗ６＋Ｗ７＋Ｗ８＋Ｗ９）×１０×１９０/２００

※評点が０に満たない場合は、０点と見なす
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